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序     文  

 
 

日本国政府は、モロッコ王国政府の要請に基づき、同国の洪水対策支援機材整備計画にかか

る基本設計調査を行うことを決定し、独立行政法人国際協力機構がこの調査を実施しました。 

当機構は、平成 18年 11月 12日から 12月 13日まで基本設計調査団を現地に派遣しました。 

調査団は、モロッコ政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地調査を実

施しました。帰国後の国内作業の後、平成 19 年 5 月 20 日から 5 月 26 日まで実施された基本

設計概要書案の現地説明を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこ

とを願うものです。 

終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 19 年 6 月 

 

 独立行政法人国際協力機構 

   理事 

 

黒 木 雅 文 

 



 

 

伝 達 状  

 
 

今般、モロッコ王国における洪水対策支援機材整備計画基本設計調査が終了いたしましたの

で、ここに最終報告書を提出いたします。 

本調査は、貴機構との契約に基づき弊社が、平成 18 年 11 月より平成 19 年 6 月までの 7 ヵ

月にわたり実施いたしてまいりました。今回の調査に際しましては、モロッコの現状を十分に

踏まえ、本計画の妥当性を検証するとともに、日本の無償資金協力の枠組みに最も適した計画

の策定に努めてまいりました。 

つきましては、本計画の推進に向けて、本報告書が活用されることを切望いたします。 
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要     約  

 
1．国の概要 

 

モロッコ王国（以下「モ国」という）は、10月から 4月の雨季にしばしば激しい降雨に見舞われ、

短期間で激しい増水を招きやすく、鉄砲水や土石流等を伴う洪水が発生している。「モ」国におけ

る自然災害の中で洪水は発生回数及び被災者数が最も多く、死者及び負傷者数も地震に次いで 2番

目に多い。200名以上の死者を出したウリカ渓谷における大規模土石流災害（1995年）や、モハメ

ディア地方などにおいて死者 60名以上、物的被害 8億円以上に上った集中豪雨（2002年）など、

近年特に洪水被害が増加傾向にある。 

２．要請プロジェクトの背景、経緯及び概要 

 

「モ」国政府は近年頻発する洪水による人的、物的被害を防止するために全国レベルの洪水対策

調査を実施し、国家洪水対策計画を策定した。この計画は洪水発生の原因解析から洪水対策として

のダム、河川水路、堤防の建設/整備、さらには洪水予警報の体制、国民への啓蒙活動を含む総合的

な計画となっている。国家洪水対策計画には洪水の発生しやすい 391のサイトに係る全体行動計画

が含まれ、さらにその第一段階として 50 の優先サイトを選定し、ダム、河川水路、堤防の建設/整

備などの洪水対策活動計画が策定された。この活動計画に基づき「モ」国政府は順次工事を実施し

ており、2006 年までに 12 事業が完了、7 事業が進行中であるものの、建設機材の不足、老朽化に

より事業は遅れている。このような背景の下に、「モ」国政府は我が国に対して洪水対策活動計画

の計画達成に必要な建設機材の調達のための無償資金協力を要請した。 

 基本設計時に確認した要請機材はブルドーザ、油圧ショベル、ホイールローダ、モーターグレー

ダ、振動ローラ、ダンプトラック、クレーン付トラック、トラックトレーラ、機材整備用機材の洪

水対策工事用機材 9品目、計 44台である。 

 

３．調査結果の概要とプロジェクトの内容 

日本国政府は基本設計調査の実施を決定し、独立行政法人国際協力機構（JICA）は基本設計

調査団を、平成 18年 11月 12日から 12月 13日まで現地に派遣した。調査団は、「モ」国政

府関係者と要請内容について協議するとともに、対象サイトの調査、および関連資料の収集を

行った。帰国後、調査団は現地調査結果を踏まえ、本計画の妥当性を検証するとともに、本計

画の実施計画を策定し、基本設計概要書を作成した。同機構は、平成 19年 5月 20日から 5月

26日まで、基本設計概要説明調査団を現地に派遣し、同報告書案の基本的内容について、「モ」

国政府の同意を得た。 

協力対象範囲は「モ」国政府が計画している 2007‐2011 年洪水対策活動計画を達成するに必要

な建設機材の調達である。2007‐2011年洪水対策活動計画は表1のとおりである。工事箇所が多く、

かつ散在しているため、効率化を図るべく全工程の施工に必要な機材構成（種類・仕様、台数）で

1 フリートを編成し、そのフリートを各工事箇所に配備する計画とする。活動計画をベースとし、
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事業の規模、対象地域の立地、気象条件、工程計画、事業予算、事業実施能力、保有機材の状況な

どを考慮して調達機材の種類・仕様、台数を選定及び算定し、要請の妥当性を検証するとともに機

材計画を策定した。本計画の概要は表 2のとおりである。 

表 1 2007 年‐2011 年洪水対策活動計画         （単位：件） 

 2007 2008 2009 2010 2011 合計 

ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ建設 - 2 1 1 3 7 

石積みﾀﾞﾑ建設 - 1 2 1 1 5 

ダ

ム 

 ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ建設 1 1 1 1 1 5 

河川水路/堤防建設/整備 1 3 3 3 3 13 

合計 2 7 7 6 8 30 

出典：水利庁 

表 2 機材計画概要 

No. 機材名称 主な仕様 
要請数量 

(ミニッツ)
計画数量 使用目的等 

1 ブルドーザ 

27トンクラス、175kwクラス、 

セミ Uチルトドーザ、 

3本リッパ、スティールキャビン 

5 5 
土工基礎整形、掘削、 

リッピング、材料敷均し 

2 油圧ショベル 

20トンクラス、100kwクラス、 

バケット容量：0.7～0.8m3、 

クローラタイプ、油圧ブレーカ(4台分)
5 7 

掘削、岩盤破砕、 

斜面整形、排水溝掘削 

3 ホイールローダ

13トンクラス、115kwクラス、 

バケット容量：2.7m3クラス、 

スティールキャビン、黄色回転灯 
7 9 切土積込、材料積込 

4 モーターグレーダ 

100kwクラス、ブレード幅：3.7mクラス、

スカリファイヤ、スティールキャビン、

黄色回転灯 
2 3 路面整形、材料敷均し 

5 振動ローラ 

10トンクラス、90kwクラス、 

前輪:平滑鉄輪、後輪:タイヤ、 

スティールキャビン 
4 3 

路面転圧、基盤転圧、 

提体転圧 

6 ダンプトラック
190kwクラス、6x4、 

10m3積クラス、スペアタイヤ 18 22 切土運搬、材料運搬 

7 
クレーン付 

トラック 

130kwクラス 

4x2、4.5トン積クラス、3トンクレーン、

整備用機材搭載、スペアタイヤ 
1 2 

各現場を巡回し、現場修理を

行う。 

8 トラックトレーラ 30トン積 1 － 
機材運搬。現有機材を補修し

て対応する。 

9 機材整備用機材 発電機、溶接機、工具セット類 1式 － 
クレーン付トラックに搭載

し、現場修理を充実する。 

合 計  － 44 51 
 

スペア 

パーツ 

定期整備用部品

短期消耗部品 
一式 一式 一式 

初期稼働を円滑に行うため

の早期交換部品を準備する。
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４．プロジェクトの工期及び概算事業費 

 

本計画を無償資金協力により実施する場合、総事業費は 7.84 億円、（日本側負担分 7.79 億

円、モロッコ側負担分 0.05億円）と見込まれる。また、本計画の必要工期は実施設計に 4ヶ月、

機材調達に 11.5ヶ月が見込まれる。 

５．プロジェクトの妥当性の検討 

本計画の実施により以下の直接効果及び間接効果が期待される。 

（直接効果） 

・水利庁のダム建設などの洪水対策事業能力が年間 3～4件から 7件程度に増強される。 

・2007－2011 年の 5 年間で洪水対策として建設、整備できるのは現在の機材では中小ダム 11 件、

河川水路/堤防 6件である。しかし、本無償資金協力を実施することにより中小ダム 17 件、河川

水路/堤防 13 件の建設、整備が可能となる。 

 

（間接効果） 

・地域住民を洪水対策事業のオペレータ、作業員として採用することにより地域の雇用を創出し、

失業問題の緩和、地域の安定化に寄与する。 

 

・洪水被害が減少し、地域の安全性が向上することにより、地域住民の他地域への流出を防止し、

地域経済の活性化、貧困削減に寄与する。 

 

・洪水対策ダムの建設により、灌漑施設、家畜の水飲み場などが付帯的に整備され、地域の農畜産

業の発展に寄与する。 

 

プロジェクトの内容、その効果の程度、機材の運用、維持管理の実施能力などから我が国の

無償資金協力による協力対象事業の実施は妥当と判断する。 

本プロジェクト実施による効果をより確実に発現、持続するために以下を提言する。 

 

・本プロジェクトの洪水対策活動計画は 2007～2011 年の 5 ヵ年計画であるが、本計画終了後もな

お 300以上の洪水の発生しやすいサイトが残されており、2012年以降も継続して洪水対策事業を

実施する必要がある。中長期洪水対策計画を立案し、持続的、効率的な洪水対策を実施すること

が望まれる。 
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・本プロジェクトの実施にあたり、多数のエンジニア、オペレータ、メカニックなどが参画するが、

これらの要員に対して設備・交通省道路局の建設機械訓練所（IFEER）と提携し、定期的なトレ

ーニングを行ってレベルアップを図り、機材をさらに効率的に運用することが望まれる。また、

機材の維持管理・修理に関しても IFEERと連携をとり、重度の修理作業を委託するなど修理作業

の効率化を図ることが望まれる。なお、水利庁の現在の技術レベルから判断して納入時指導以外

の技術協力は不要と考える。 

 

・本プロジェクトで調達される機材の耐用年数は 10年程度であるが、これらの機材が耐用年数の到

達した後も洪水対策事業実施能力を維持するためには、機材の計画的な更新が必要であり、毎年

の予算から機材更新予算を確保する必要がある。 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

モロッコ王国（以下「モ国」という）は、10月から4月の雨季にしばしば激しい降雨に見舞われ、短期間

で激しい増水を招きやすく、鉄砲水や土石流等を伴う洪水が発生している。「モ」国における自然災害の中

で洪水は発生回数及び被災者数が最も多く、死者及び負傷者数も地震に次いで 2番目に多い。200名以上の

死者を出したウリカ渓谷における大規模土石流災害（1995 年）や、モハメディア地方などにおいて死者 60

名以上、物的被害8億円以上に上った集中豪雨（2002年）など、近年特に洪水被害が増加傾向にある。 

表1-1 「モ」国における近年の洪水被害状況 
 

発生

年 

発生

件数 

死者

数 

被災

者数 

主な被災地 主な被害状況 

1995 4 791 数千 ｳﾘｶ、ﾍﾞﾝｱｰﾒｯﾄﾞ、ﾀﾀ、ﾀｻﾞなど 道路寸断、家屋流出 

1996 多数 25 5000 ｶｻ、ﾍﾞﾆﾏﾚﾙ、ｲﾌﾗﾝなどﾓﾛｯｺ全土 道路寸断、家屋流出、農地冠水 

1997 4 10 400 ｴﾙﾊｼﾞｪﾌﾞ、ｹﾆﾌﾗ、ｸｻｰﾙなど 市街地冠水 

2000 7 6 1265 ｾﾀｯﾄ、ﾀｻﾞ、ﾀﾝｼﾞｪ、ﾃﾄﾜﾝなど 道路寸断、家屋流出 

2001 5 21 1500 ｾﾀｯﾄ、ｴｯｻｳｨﾗ、ﾃﾏﾗ、ﾅﾄﾞｰﾙなど 道路寸断、家屋流出、農地冠水 

2002 11 89 3000 ﾓﾊﾒﾃﾞｨｱ、ﾍﾞﾙｼｯﾄﾞ、ｽｷﾗｯﾄなど 石油精製所冠水、空港冠水 

2003 8 40 1500 ﾅﾄﾞｰﾙ、ﾀﾝﾀﾝ、ﾏﾗｹｼｭ、ﾀﾀなど 道路寸断、家屋流出 

2004 3 2 100 ｼｼｬﾜ､ｱﾙﾊｳｽﾞ、ﾀﾀ 道路寸断 

2005 8 15 770 ﾍﾞﾆﾏﾚﾙ、ﾃﾏﾗ、ｻﾌｨ、ｹﾆﾌﾗなど 市街地冠水、農地冠水 

2006 11 55 3000 ﾍﾞﾆﾏﾚﾙ、ｽｷﾗｯﾄ、ｳﾘｶ、ﾀﾀなど 道路寸断、産業地帯冠水 
 

出典：水利庁 

洪水被害増加の原因として、近年の異常気象とともに、洪水調節機能を有する防災ダムの未整備や、河川/

水路の排水の能力不足、人口増加、都市開発、農業開発に伴う危険地帯の住民の増加が上げられる。ダム建

設、水路/堤防の建設、整備などの洪水対策事業にあたる水利庁の運営・維持管理能力は一定の水準にあるが、

建設機材の不足が事業計画達成の障害となっている。 

1-1-2 開発計画 

「モ」国政府は社会層間、地域間の格差、高い非識字率、高失業率が社会問題となっているため、2000年

8月に高度成長による雇用の創出、社会層間、地域間の格差是正を基本理念とする経済・社会開発 5ヵ年計

画を策定した。 
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この経済・社会開発5ヵ年計画の一環として、頻発する洪水を防止するために「モ」国政府は全国レベル

の洪水対策調査を実施し、2003年3月に国家洪水対策計画の策定を行った。この計画は、洪水発生の原因分

析から洪水対策としてダム、河川水路/堤防等の建設/整備、さらには洪水予警報体制の整備、国民への啓蒙

活動を含む総合的な計画となっている。 

国家洪水対策計画には洪水が発生しやすい391サイトに係る全体行動計画が含まれ、さらにこの計画を基

に選定された50の優先サイトに対するダム建設、河川/水路の建設/整備などの具体的な洪水対策活動計画が

策定された。 

洪水対策活動計画は洪水の発生状況、内務省や地方自治体の要求、建設機材の稼働状況などを勘案して適

宜見直しが行われており、最新の計画は水利庁が草案を作成し、2006年11月に内務省と合意した2007-2011

年の5ヵ年計画である。 

 

1-1-3 社会経済状況 

「モ」国は1956年フランスから独立後、工業化による経済開発を積極的に進めてきた。また、国土は耕作

地や天然資源に恵まれており、主要産業は農業、繊維業、漁業及び鉱業（燐鉱石）であり、燐鉱石を加工し

て燐酸及び化学肥料も生産している。 

「モ」国経済は経済セクターの近代化等を進めてきた結果、安定した経済成長を維持しており、2005年の

国民総所得（GNI）は523億米ドル(世銀)、一人当たりのGNIは1,730米ドルとなっている。産業別内訳は第

1次産業がGDPの13％、第2次産業が31％、第3次産業が56％である。経済成長に伴い、洪水危険地帯に

おいても都市開発、農業開発が進み、住民、施設の洪水被害が増大している。 

産品の主要輸出先はフランス、スペイン、イギリス等の欧州を中心とし、既製服、生地・織物、海産物、

農産物及び化学肥料を輸出しており、主要輸入元も欧州を中心として、原油、機械及び化学製品を輸入して

いる。 

対日貿易における主要輸出品目は、タコ、イカ及び燐酸塩であり、主要輸入品目は乗用車、産業用車両及

び特殊車両等の機械類である。 

 

1-2 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要 

「モ」国政府は近年頻発する洪水による人的、物的被害を防止するために国家洪水対策計画を策定し、水

利関係の情報（降雨量、流域面積、流速など）、人、建造物、インフラへの被害の推定し、洪水対策事業を

実施する優先度を付けてダム建設、水路／堤防の建設、整備などの洪水対策活動計画を策定した。この活動

計画に基づき「モ」国政府は順次工事を実施しており、2006年までに12事業が完了、7事業が進行中である

ものの、建設機材の不足、老朽化により事業は遅れている。このような背景の下に、「モ」国政府は我が国

に対して洪水対策活動計画の計画達成に必要な建設機材の調達のための無償資金協力を要請した。 

 基本設計時に確認した要請機材はブルドーザ、油圧ショベル、ホイールローダ、モーターグレーダ、振動

ローラ、ダンプトラック、クレーン付トラック、トラックトレーラ、機材整備用機材の洪水対策工事用機材

9品目、計44台である。 
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1-3 我が国の援助動向 

我が国から「モ」国の洪水対策事業に関連した過去の援助を表1-2に示す。 

表1-2 我が国の無償資金協力実績 
（単位：億円） 

 

1-4 他ドナーの援助状況 

水利関連の他ドナーの援助は EU、中東諸国から主に農村部飲料水供給プログラムに対して行われている

が、洪水対策事業に対する機材供与は行われていない、また、今後の計画もない。 

実 施 
年 度 

案 件 名 
供 与 
限度額 

概 要 

1986 多目的小型ダム建設用機材整備計画 5.50 
農業水利、家畜用給水等多目的に利用
する小型ダム建設用機材の供与 

1989 小規模ダム建設用機材整備計画 8.71 
ドイスダム他 20 小規模ダムの建設用
機材の供与 

1990 灌漑水路網整備機材拡充計画 2.58 
農業用灌漑設備を整備、改良するため
の機材の供与 

1991～
1992 

道路保守建設機械訓練所建設計画 15.9 
建設機械の運転、整備技術訓練のため
の施設、機材の供与 

1995 ウェルガ川流域農業開発計画 4.56 
ウェルガ川流域における灌漑施設整備
用建設機材の供与 

2004 
道路保守建設機械訓練センター機材
更新計画 

3.82 
建設機械の運転、整備技術訓練のため
の機材の供与 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

「モ」国側の本プロジェクトの主管官庁は水資源に係る開発計画、調査及び建設業務を実施する組織であ
る水利庁であり、実施機関は水利庁傘下の水利整備局である。洪水対策活動計画に基づく洪水対策事業は水
利庁水利整備局を中心として内務省、地方自治体、関連省庁の業務連携による国営事業方式（Regie 方式）
により実施されており、事業ごとに地域住民参加事業の枠組みを形成し、地域の雇用創出、コストの削減、
現地建設作業員の育成など効率の良い事業方式となっている。 

国営事業方式における関連組織の関係図を図2-1に示す。 

 
図2-1 国営事業方式における関連組織関係図 

 
 

水利庁水利整備局の中小ダム部は水利庁で建設機材を保有する唯一の部署であり、「モ」国の洪水対策に

係る中小ダム及び河川水路/堤防の設計/建設業務を実施している。新規調達される機材は洪水対策活動計画

に基づく洪水対策事業に使用される。機材の運営、維持管理は中小ダム部の中央機材管理所で実施される。 

水利庁の組織図を図2-2に中央機材保管所の組織図を図2-3に示す。 

 

内務省地方自治体総局 
計画策定協議、自治体協議調整、 
燃料オイル費、労務者人件費負担 

地方自治体 
計画策定協議、住民協議、土地補償 

設備交通省、鉄道公社など 
関連施設移設、代替工事 

水利庁水利整備局 
計画策定、工事計画設計、建設機材運用 
及び維持管理、建設資材費、設備費負担 
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水利庁常勤職員数：3,060人、(  ) 内の数字：人数 

出典：水利庁 
図2-2 水利庁組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央機材保管所職員数：60人＝常勤職員35人+契約職員25人、(  ) 内の数字：人数 

出典：水利庁 
図2-3 中央機材保管所組織図 

官房（7）

気象局（907） 水利整備局（208） 計画調査局（167） 技術局（8）

中央公報ユニット（2）

中央情報ユニット（1）

中央協力援助ユニット（2）

設計部（38）

建設維持部（82）

中小ダム部（88）

部長（1）

秘書（2） 文書係（1）

現場管理課（76） 設計課（8）

秘書（2）

中央機材保管所
（35）

現場管理（5） 現場（32） 契約管理（1）

水利庁長官（1）
秘書（2）

次官（1）
秘書（3）

水利総局（1751）

課長（1）

現場修理チーム（8）

修理工場長（1）

中央機材保管所
所長（1）

移動修理チーム（14）建機運搬課（5）守衛（5） 資材運搬課（1）部品課（4）

タイヤ係（3） 建設機械係（5） 整備用機材係（4） 板金係（3）車両係（4） 電気係（2）
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2-1-2 財政・予算 

主管官庁である水利庁の全体予算の推移を表 2-1に示す。人件費、事務所費などの運営予算は横這いであ

るが、人命を左右する水資源に対する洪水対策、飲料水供給などのプロジェクト予算の実績は着実に伸びて

おり、今後の計画も増加傾向にある。 

 
表2-1 水利庁予算の推移 

単位：百万DH       

年 2004 
実績 

2005 
実績 

2006 
実績 

2007 
確定 

2008 
計画 

2009 
計画 

2010 
計画 

運営予算 288 298 286 274 275 280 282

プロジェクト予算 866 1,216 1,266 1,566 1,600 1,750 1,650

合 計  1,154 1,514 1,552 1,840 1,875 2,030 1,932

出典：水利庁          

 

洪水対策活動計画は国営事業方式で実施され、水利庁を中心として内務省、地方自治体、及び関連インフ

ラ省庁で以下のとおり費用を分担している。 

 

・水利庁 

・ダム、水路、堤防などの設計費 

・工事に使用されるコンクリート、鉄筋などの資材費 

・建設機材の維持管理費、修理費、交換部品費、機材輸送費などの機材費 

・バルブ、ゲート、パイプなどの設備費 

 

・内務省 

 ・建設機材稼動用の燃料・オイル費 

 ・工事現場で雇用する機材オペレータ、メカニック、労務者などの人件費 

 

・地方自治体 

 ・工事に必要な土地の提供 

・必要に応じて土地収用費、住居などの移転費用 

 

・インフラ関連省庁 

 ・必要に応じて道路、鉄道などのインフラ設備の移設費用 

 

洪水対策活動計画に対して、水利庁はプロジェクト予算から、内務省は地方自治体総局の予算から費用を

支出している。水利庁及び内務省の2004年から2010年までの洪水対策活動計画予算の実績と今後の計画を

表2-2に示す。 
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表2-2 洪水対策活動計画予算実績と計画 

単位：百万DH   

年 2004 
実績 

2005 
実績 

2006 
実績 

2007 
確定 

2008 
計画 

2009 
計画 

2010 
計画 

設計費、管理費 1.5 2.0 10.0 11.0 13.0 13.0 13.0

資材費 9.0 12.0 57.0 65.0 61.0 59.0 62.0

機材費 4.4 6.2 25.5 33.0 29.0 32.0 31.0

修理・交換部品費 1.5 2.4 9.5 13.0 7.0 8.0 9.0

償却費 0 1.2 6.0 6.5 10.0 10.0 11.0

設備費 1.1 1.8 7.5 9.0 7.0 8.0 8.0

 
 
 
水
利
庁 

合 計 16.0 22.0 100.0 118.0 110.0 112.0 114.0

燃料オイル費 4.0 6.0 27.0 32.0 36.0 39.0 39.0

労務者人件費 9.0 12.0 54.0 66.0 71.0 79.0 79.0
内
務
省 

合 計 13.0 18.0 81.0 98.0 107.0 118.0 118.0

合 計 29.0 40.0 181.0 216.0 217.0 230.0 232.0

出典：水利庁   
 

 洪水対策活動計画に対する予算実績は大幅に増加しており、今後も同レベルを維持する計画であり、事業

実施の予算は確保されると見られる。 

 

2-1-3 技術水準 

建設工事に直接関わるのは、工事管理・監督を行うエンジニア、建設機械・車両を操作するオペレータ、

機材の維持管理・修理を行うメカニックである。機材の運営・維持管理・修理に当たるオペレータ、メカニ

ックは10～20年の経験を持った人員が大半を占め、長年にわたり老朽化した機材を維持管理・修理し稼動さ

せていること、及び保有機材の状況、運用実績などから判断してその技術力は一定の水準にあると判断され

る。また、経験の少ないオペレータ、メカニックは設備・交通省の建設機械訓練所に委託してトレーニング

を行い、技能向上を図る予定である。 

以上のことから、本計画で調達される建設機材の運営・維持管理についても、機材納入時に運転指導、予

防整備、維持管理に関する指導を受けることにより、適切に実施する技術水準にある。 
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2-1-4 既存施設・機材 

水利庁水利整備局中小ダム部の既存保有主要建設機材の総台数は 138 台であり、そのうち日本が過去 3 回

（1986、1989、1995年）供与した機材は99台（全台数の71.7%）である。これら機材の状況を表2-3に示す。 

 
表2-3 既存保有主要機材状況 

単位：台 

 日本供与機材 その他 合計 

機 材 名 稼動中 修理中 合 計 稼動中 修理中 合 計 稼動中 修理中 合 計
ブルドーザ 8 7 15 2 3 5 10 10 20
油圧ショベル 5 1 6 4 1 5 9 2 11
ホイールローダ 12 9 21 1 2 3 13 11 24
モーターグレーダ 3 0 3 2 1 3 5 1 6
振動ローラ 6 5 11 7 1 8 13 6 19
ダンプトラック 34 7 41 4 0 4 38 7 45
クレーン付トラック 0 0 0 2 0 2 2 0 2
トラックトレーラ 2 0 2 1 0 1 3 0 3
散水車 0 0 0 6 2 8 6 2 8

合 計 70 

(71%) 

29

(29%)
99

29

(74%)

10

(26%)
39

99 

(72%) 

39 

(28%) 
138

出典：水利庁 

 

表 2-3から、水利庁は日本が供与した機材を主力に、洪水対策事業を実施していることが分かる。しかし、

日本が供与した機材の中で最新のものでも、稼動開始から10年以上経過し、経済寿命を超えスクラップ化が

進んでいる。水利庁はスクラップ機材からの部品剥ぎ取りなどにより、稼動継続の努力をしているが、故障

頻度は高く、機材の稼働率（実稼動時間／稼動計画時間）は50～70％、また稼動してもその作業性能は低下

しており、全体的に計画工事量に対して建設機材が不足している。今後、機材のさらなる老朽化に伴い、機

材の稼働率および作業性能は急速に低下し、またスクラップ台数も増加していくと見られる。 

 

日本が供与した機材以外は主に自己資金で調達したもので、最近ではダンプトラック4台、油圧ショベル3

台を調達している。また、コンプレッサー、ジェネレータ、コンクリートミキサーなどの小型機材も自己調

達している。 
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2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

ダム建設と河川水路/堤防整備予定地の関連インフラの整備状況は表2-4に示すとおり大きく異なっている。 

 
表2-4 関連インフラの整備状況 

 

工事内容 建設予定地 アクセス道路 関連インフラ 土地収用、住民移転など

ダム 人里から隔絶され

た地域 

なし 

建設が必要 

（長距離が多い） 

なし 

すべて工事用に準

備必要 

問題少ない 

地方自治体が用地提供 

河川、水路、 

堤防 

都市周辺が多い あり 

必要なケースも短

距離の建設 

あり 

既存の施設を利用

可能 

土地収用、住民移転が必

要なケースあり 

地方自治体が対応 

 

2-2-2 自然条件 

「モ」国はアフリカ大陸の北西部に位置し、マグレブ 3 国(モロッコ、チュニジア、アルジェリア)の最西

端にある王国である。北にはジブラルタル海峡を挟んで対岸にスペインがあり、南はモーリタニアに、東は

アルジェリアに、そして西は大西洋に接している。国土面積は44.6万km2 (西サハラを除く)で日本の国土の

約1.2倍、人口は3,324万人である。国土の北部にはリフ山脈、西部から東部にはアトラス山脈が走り、4,000m

級の山が連なっている。 

気候は北部とカサブランカ付近までの大西洋岸地帯は地中海性気候、内陸部は大陸性気候、アトラス山脈

の南側はサハラ砂漠に近く砂漠性気候である。一般的に年間降雨量は少ないものの降雨が雨季の短期間に集

中する特性を有し、アトラス山系に降った雨の大部分は低い土地に集中し、アトラス山脈北側に沿った広範

な地域で洪水がしばしば発生している。季節は冬の雨季と春、夏、秋の乾季があり、沿岸部は温暖で過ごし

やすいが、乾季は平均気温が30度を越えることが多い。内陸部の夏は極めて乾燥し日中気温は40度以上と

なり、冬は沿岸部よりも気温は低い。山岳部の夏は涼しいが、冬には雪が降り、気温は氷点下となる。砂漠

地帯では雨はほとんど降らず、夏の日中気温は45度以上であるが夜間との気温差が激しい。 

 

2-2-3 環境社会配慮 

工事実施に関する環境社会配慮について、｢モ｣国では環境社会配慮に係る法令の整備が完了しておらず、

工事毎に適宜対応している。 

洪水対策事業時に土地収用や小規模な住民移転が時として発生する事があるが、洪水対策事業は住民の要

請により実施され住民に対する利点が多い。すなわち国営事業方式による事業実施により地方住民の雇用機

会が増加し失業が緩和され、かつ地域の活性化に繋がっている。事業実施後は住民､資産､インフラ、農地に
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対する洪水防止に加えて、事業完成後の水は農業､家畜飲料水、地下水の水位上昇など多くの用途に活用され

るため住民は好意的に対応している。問題が発生しても国営事業方式工事の実施機関の一つである地元地方

自治体が責任を持って対応し、代替地の支給、補償の支払い等を行っており問題は発生していないことを確

認した。 

洪水対策事業による環境への影響調査結果を表2-5に示す。 

 
表2-5 洪水対策事業の環境影響調査結果 

 
番号 項 目 評価区分 備 考 

I 社会環境   
1 住民移転 D 数件発生しているが補償金の支払いなどで問題なし 
2 経済活動 D  
3 交通、生活設備 D ダム建設により既存道路水没がある場合は迂回路建設で解決 
4 地域分断 D  
5 遺跡､文化財 D  
6 水利権、入会権 D  
7 保険､衛生 D  
8 廃棄物 D  
9 災害(リスク) D  
II 自然環境   
1 地形、地質 D  
2 土壌浸食 D  
3 地下水 D 水位上昇により灌漑、給水が容易 
4 湖沼､河川状況 D  
5 海岸､海域 D  
6 動植物 D  
7 気象 D  
8 景観 D ダム貯水池が地域住民の憩いの場所 

III 公害   
1 大気汚染 D 工事中の建機による多少の排気ガスが一時的公害 
2 水質汚染 D  
3 土壌汚染 D  
4 騒音､振動 D  
5 地盤沈下 D  
6 悪臭 D  

 
評定区分 
A： 重大なインパクトが見込まれる  B： 多少のインパクトが見込まれる 
C： 不明（検討する必要あり）  D： ほとんどインパクトが見込まれない 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 プロジェクトの内容 
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第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

「モ」国における自然災害の中で、洪水による被害は発生回数および被災者数が最も多く、また死者数で

も地震に次いで2番目に多い。加えて家屋損壊などの資産、道路、電気、給水などのインフラ設備に多大な

損失を与えており、「モ」国国民の人間の安全保障に対する大きな脅威となっている。さらに、「モ」国の洪

水被害は近年増加してきている。これは近年の異常気象もあるが、人口増加、都市開発、農業開発などに伴

い危険地帯の住民が増加し被害を増幅している。 

これらの頻発する洪水を防止するために「モ」国政府は全国レベルの洪水対策調査を実施し、2003年3月

に国家洪水対策計画の策定を行った。この計画は、洪水発生の原因分析から洪水対策としてダム、河川水路/

堤防等の建設/整備、さらには洪水予警報体制の整備、国民への啓蒙活動を含む総合的な計画となっている。 

国家洪水対策計画には洪水が発生しやすい391サイトに係る全体行動計画が含まれ、さらにこの計画を基

に優先サイトに対する洪水対策活動計画が策定された。この活動計画は内務省、地方自治体の要求や予算状

況、建設機材の稼働状況などを勘案して適宜見直しが行われており、最新の計画は水利庁が草案を作成し、

2006年11月に内務省と合意した2007～2011年の 5ヵ年計画である。本計画では中小ダム17件、河川水路/

堤防13件の建設、整備を行うことを計画している。 

2007～2011年の5ヵ年活動計画終了後もなお300以上の洪水の発生しやすいサイトが残されており、2012

年以降も継続して洪水対策事業は行われる。2012～2016年の活動計画ではアトラス山脈からの河川流域を中

心としたダム建設、都市部周辺の河川水路/堤防の建設/整備など、2007～2011年の活動計画と同規模の約 30

件が建設/整備される予定である。 

各洪水対策事業は水利庁、内務省、地方自治体、関連省庁の業務連携による国営事業方式（Regie 方式）

により実施されており、事業ごとに地域住民参加事業の枠組みを形成して実施され、地域の雇用創出、低コ

スト化など効率の良い事業方式となっている。 

本プロジェクトは、上記計画を達成するために水利庁、内務省、地方自治体などの資金、人員を投入し、

洪水対策事業を実施することとしている。これにより、洪水による人的、物的被害の低減が期待されている。

この中において、協力対象事業は、この計画を遂行するために必要な建設機材を調達するものである。 

基本設計調査時に協議、確認した機材の要請内容は表3-1のとおりである。 
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表3-1 要請機材一覧 
 

No. 機材名 数量（台） 概略仕様 

１ ブルドーザ 5 175kw、ｽﾄﾚｰﾄﾁﾙﾄﾄﾞｰｻﾞ、3本ﾘｯﾊ  ゚

２ 油圧ショベル 5 100kw、20t、0.7－0.8m3 ﾊﾞｹｯﾄ、ｸﾛｰﾗ式 

３ ホイールローダ 7 115kw、2.7m3 ｸﾗｽﾊﾞｹｯﾄ 

４ モーターグレーダ 2 100kw、3.7m ﾌﾞﾚｰﾄﾞ、ｽｶﾘﾌｧｲﾔ 

５ 振動ローラ 4 90kw、10t、前輪：鉄輪、後輪：ﾀｲﾔ 

６ ダンプトラック 18 190kw、10m3積、6x4 

７ クレーン付トラック 1 130kw、積載重量4.5t、3t ｸﾚｰﾝ、4x2 

８ トラックトレーラ 1 積載重量30t 

９ 機材整備用機材 1式 発電機、溶接機、工具ｾｯﾄなど 

 合 計 44  
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3-2 協力対象事業の基本方針 

3-2-1 設計方針 

（1）基本方針 

協力対象範囲は「モ」国政府が計画している2007‐2011年洪水対策活動計画を達成するに必要な建設機材

の調達である。本計画をベースとし、事業の規模、対象地域の立地、気象条件、工程計画、事業予算、事業

実施能力、保有機材の状況などを考慮して機材計画を立案することを基本方針とする。しかし、本計画は2008

年から新規調達機材が稼動するものとして 2008年以降は平準化された事業規模となっており、2009年当初

に機材引渡し、稼動開始予定の協力事業の実施工程と齟齬が生じる。本機材計画は2009年以降の各年の事業

計画実施に必要となる機材を調達するものとし、2008年の機材の不足分については実施機関により別途調整

するものとする。 

2007‐2011年洪水対策活動計画は表3-2のとおり。 

 
表3-2 2007年‐2011年洪水対策活動計画 

（単位：件） 

  合計 2007 2008 2009 2010 2011 

ｱｰｽﾌｨﾙﾀﾞﾑ建設 0 - - - - - 

ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ建設 7(1) - (1) 2 1 1 3 

石積みﾀﾞﾑ建設 5 (1) - (1) 1 2 1 1 

中

小

ダ

ム ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ建設 5 (3) 1 (3) 1 1 1 1 

河川水路/堤防建設/整備 13 (2) 1 (2) 3 3 3 3 

合計 30 (7) 2 (7) 7 7 6 8 

出典：水利庁 
注：工事期間が2～3年にまたがる工事があるが最盛期の年に件数をカウント。 
：（ ）内は現在継続施工中の件数 

 

上記計画以外に内務省、地方自治体、住民代表からの要請に基づいた緊急工事で機材を使用した過去の実

績は年間1件程度あり、工事期間は3～6ヶ月程度である。これらの緊急工事は洪水災害発生後の復旧のため

の河川水路/堤防の改修であり、洪水対策事業の一環と見ることが出来る。災害発生時の緊急工事であるため、

今後の機材運用の予測は困難であるが、過去の実績程度の機材運用があるものとして機材計画に反映させる。 

 

（2）自然条件に対する方針 

「モ」国の気象は地域により、地中海性気候、内陸性気候、山岳性気候、砂漠性気候と多岐にわたり、機

材の稼動現場も位置図に示すとおり全国に散在するが、気温は-2℃～+45℃、年間降雨量は100～800mm、作

業現場標高は0～1,500mであり、特に自然条件に対する配慮は必要ないため機材は標準的な仕様とする。 
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（3）現地特殊事情に対する方針 

・各機材の仕様はエアコンディショナー、ラジオなどを付けず、出来る限り簡素な仕様とする。 

・エンジンの排気ガス規制は定められていないため、通常の排気ガス制御装置とする。 

・機材は夜間等に作業現場に放置される機会が多いため、燃料盗難防止装置を装備する。 

・作業現場近くには整備工場がないことから、効率的な機材の維持管理のため作業現場で一定の維持･修理が

行えるよう、クレーン付トラックに整備用機材を搭載する。 

・コンクリートミキサー、小型ローラなど小型機材については自助努力で調達する。 

・「モ」国は仏語圏であり、機材の適切な取扱いを確保するため注意書き銘板類は仏語表記とする。 

・アスベストを含有する部品を使用する機材の調達は行わない。 

 

（4）実施機関の維持・管理能力に対する対応方針 

先方実施機関である水利庁の予算、陣容、技術レベルについては特に問題はないと考えられ、現在の保有

機材に不足分を補充するという方針で機材計画を立案する。機材の維持・管理能力についても、保有機材の

維持・管理状況から一定の水準にあるものと判断される。しかし、その保有機材は 1980年代後半から 1990

年代初めに納入されたシンプルな構造の旧型の機材が大半を占めていることから、維持･管理能力を勘案して、

機材の仕様は出来る限りシンプルな構造とする。 

 

（5）機材のグレードの設定に係る方針 

現在水利庁が保有する機材は日本の無償資金協力で調達した標準的なグレードの日本製品がほとんどで

あり、今後の機材維持管理を考慮して標準的なグレードの機材を設定することで整合性を維持する。 

 

（6）調達方法・工期に係る方針 

・水利庁保有の建設機械、重車両は日本製品が多く、性能、品質、サービス性の面で高い評価を得ている。

また、オペレータ、メカニックが日本製品に習熟している事から、水利庁は日本製品の調達を要望してい

る。従って、調達先は日本を基本とするが、競争性確保及び費用対効果の点から、第三国調達、「モ」国

内からの調達についても検討する。 

・機材の引渡し地はカサブランカ港とし、「モ」国側はカサブランカ港から集積場であるラバト市の水利庁

中央機材保管所まで輸送する。初期作動試験、納入指導、機材検収を中央機材保管所で行った後、各作業

現場へ水利庁が搬入する。 

・機材は可能な限りメーカーの標準的な仕様の機材を調達することを基本方針として調達期間短縮を図るが、

交換公文の締結から機材の納入まで約15.5ヶ月の工期と想定される。詳細な日程計画を策定し、「モ」国

側で行う諸手続きを含め各々のステップ毎に進捗状況を確認し、遅滞が生じないようにする。 
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3-2-2 基本計画（機材計画） 

3-2-2-1 全体計画 

本プロジェクトにより調達される洪水対策支援機材は、「モ」国全土に散在する洪水対策事業に供される。

2007年～2011年の洪水対策活動計画件数は30件である。工事箇所が多く、かつ散在しているため、効率化

を図るべく全工事の施工に必要な機材構成（種類・仕様、台数）で1フリートを編成し、そのフリートを各

工事箇所に配備する計画とする。調達機材の種類・仕様、台数を図 3-1に示すフローチャートの手順に従っ

て選定及び算定し、要請の妥当性を検証するとともに機材計画を策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注： 工事内容  中小ダム（ロックフィル、石積み、コンクリート）建設、河川水路/堤防建設/整備 
 工 程   準備工、基礎工、本体工、材料採取工、掘削工、コンクリート打設 

 
図3-1 調達機材の種類、台数・仕様の策定フローチャート 

 

工事計画確認 

機材仕様の設定 

工事内容、工程別の必要機材構成/台数、 

と標準必要工事量

工事内容別の機材構成と台数 

工事内容の総括及び年間必要 

機種/台数の算出 

既存保有機材の状態確認 

調達機材台数の算定 
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（1）工事計画確認 

水利庁では、工期 1 年で行う標準的工事量、即ちダム建設は堤体積量、河川水路/堤防建設/整備は標準断

面積を基にした整備距離を基本に必要機材を選定し、フリートを編成し、工事量の大小により工期を調整し

ている。 

2007~2011年の洪水対策活動計画件数は表 3-2に示したとおり。また、中小ダム建設計画の工事工程計画

及び必要フリート数を図3-2に、河川水路/堤防建設/整備計画の工事工程計画及び必要フリート数を図3-3に

示す。 
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図3-2 中小ダム建設計画の工事工程計画及び必要フリート数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図3-3 河川水路/堤防建設/整備計画の工事工程計画及び必要フリート数 

No 場　所 堤高
(m)

堤体積
(m3)

1 ティルシット 31.5 55,000
2 タグソウト１ 30 160,000
3 ダグソウト２ 27 140,000
4 アルアスマ 24 200,000
5 タバヤット 26 235,000
6 キコウ 24 220,000
7 シディ　アブデラハ 65 410,000
8 エッチネ 30 220,000

1 トウスグイ　レムス 26 55,000
2 タウリルト 25 25,000
3 アシフボウドラレン 28 45,000
4 オウエドセフロウ 29 45,000
5 タエルト 14 25,000
6 アメスラ 22 25,000

1 タチオウネ 27 30,000
2 エルアレアモント 22 110,000
3 アインコワチア 25 110,000
4 エルハンダック 30.5 50,000
5 アイットミッケール 30.5 40,000
6 サベック 15 8,000
7 エルベイダ 13 10,000
8 アインエルガシ 15 5,700

：2006年度からの継続工事
：工事期間

工事開始時、終了時の短期間は機材使用頻度が少ないため、フリート数に計上しない

1 1必要フリート数 3 2 1

1 2 3 2

3 4 3 3

2008年 2009年 2010年 2011年

I. ロックフィルダム

II. 石積みダム

III．コンクリートダム

2007年

必要フリート数 1

必要フリート数 0

No 場　所 整備延長
(m)

1 ブジャド 1,500
2 ベニメラル 2,500
3 エルジャディダ 1,700
4 ジャラダ 1,341
5 マラケシュ 8,000
6 ケニフラ 850
7 グルミン 4,028
8 アッシラ 1,000
9 ベニメラル1 2,000
10 ベニメラル2 3,000
11 ベニメラル3 4,000
12 アディール1 1,000
13 アディール2 2,182
14 アディール3 1,800
15 アディール4 2,538

：2006年度からの継続工事
：工事期間

工事開始時、終了時の短期間は機材使用頻度が少ないため、フリート数に計上しない

2008年 2009年 2010年 2011年

河川水路/堤防建設/整備

2007年

必要フリート数 4 4 4 4 4
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（2）機材仕様の設定 

本プロジェクトで調達する予定の機材仕様は、水利庁の既存保有機材仕様、工事規模及び水利庁と

の協議結果から、以下のとおりとする。 

 
表3-3 機材仕様一覧 

 

機材名称 概略仕様 仕様設定理由 

ブルドーザ 
27トンクラス、175kwクラス、 
セミUチルトドーザ3本リッパ、 
スティールキャビン 

主作業は掘削、リッピング、土工基礎整形、材料敷き均しであ

る。工事現場は岩盤が多々あるため、重掘削が可能で、かつ汎

用性のある175kwクラスを選定する。 

油圧ショベル 

20トンクラス、100kwクラス、 
バケット容量：0.7～0.8m3 
クローラタイプ、油圧ブレーカ配管 
油圧ブレーカ(60%) 

主作業は掘削作業、斜面整地作業、岩盤破砕である。岩盤破砕

にはアタッチメントの油圧ブレーカが必要となる。標準的な油

圧ショベルの、中型100kw、20ｔクラスを選定する。全台数の

60％に油圧ブレーカを調達する。 

ホイールローダ 

13トンクラス、115kwクラス、 
バケット容量：2.7m3クラス 
つめ付バケット(75%)、平刃バケット(25%) 
スティールキャビン、黄色回転灯 

主作業は、岩石、砂利材、土砂の積込みとなるが、ダンプトラ

ックへの積込回数が、最も効率的とされている3-4回程度とな

るようなバケット容量を選択する。ダンプトラックの積載容積

を10m3クラスとしたことから10m3÷4回=2.5m3/回程度のバ

ケット容量とする。製品積込み用として平刃バケットを全台数

の25％調達する。 

モーターグレーダ 

100kwクラス、 
ブレード幅：3.7mクラス 
スカリファイヤ、スティールキャビン 
黄色回転灯 

主作業は、路面、水路等の整形、材料敷き均しである。岩石を

含んでいる現場で、一般的に使用される100kwクラスとする。 

振動ローラ 
10トンクラス、90kwクラス、 
前輪:平滑鉄輪、後輪:タイヤ 
スティールキャビン 

主作業は、路面転圧、基盤転圧である。駆動力（登板能力）と

機動性に優れた後輪タイヤ式とし、路面の締固め能力を有する

中型サイズの10tクラスを選定する。転圧能力は起振により

20t程度が期待できる。 

ダンプトラック 190kwクラス、6x4、10m3積クラス 
スペアタイヤ 

主作業は、岩石、砂利材、土砂の運搬となるが、工事現場は不

整地且つ傾斜地が多く、運搬距離も比較的長いため、現在、水

利庁が保有している積載容量10m3クラスを選定して効率化を

図る。 

クレーン付トラック 
130kwクラス、4x2、4.5トン積クラス、 
3トンクレーン、整備用機材搭載、 
スペアタイヤ 

主作業は工事現場を巡回し、軽度の故障機材を修理する。4.5

トン積クラスの小型トラックに、3トンクラスのクレーンを搭

載し、巡回頻度回数、作業効率化を図る。 

機材整備用機材 発電機、溶接機、工具セット類 クレーン付トラックに搭載し、現場修理を充実する。 

 
（3）工事内容と工程別の必要機材構成/台数と標準必要工事量 

工事内容は、中小ダム（ロックフィルダム、石積みダム、コンクリートダム）の建設及び河川水路/

堤防の建設/整備であり、各工事内容における工程は、以下のとおり。 

中小ダム建設における工程 

準備工 アクセス道路建設、転流工及びアクセス道路のメンテナンス作業等 
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基礎工 堤体基礎の掘削整形工事 

本体工 堤体の盛り立て、転圧工事 

材料採取工 堤体盛り立て用の土砂、岩石などの材料を採取する作業 

 

河川水路/堤防建設/整備における工程 

準備工 アクセス道路建設、及びアクセス道路のメンテナンス作業等 

掘削工 水路の掘削整形工事 

コンクリート打設 水路のコンクリート打設工事 

 

次に工事内容ごとの工期 1 年間の標準工事工程図、各工程に必要な機材内訳、用途、標準必要工事

量及び工事内容別の機材構成、台数を示す。 

 

A) ロックフィルダム 

 

ロックフィルダムの標準断面図を図3-4、工期1年間の標準工事工程図を図3-5に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 
図3-4 ロックフィルダム標準断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図3-5 ロックフィルダム標準工事工程図 

 

ロックフィルダム標準工事工程の、各工程に必要な機材内訳及び各工程の標準必要工事量を表 3-4

に示す。 

準備工 3.0

基礎工 3.5

本体工 5.0

材料採取工 10.0

工事期間

アクセス道路メンテナンス期間

期間
1 2 3 4 5 6 7 8 9

工種
月　数

10 11 12

上流 下流 

捨石 

岩石 岩石 ﾌｨﾙﾀ ﾌｨﾙﾀｺｱ 

ﾄﾞﾚｰﾝ 



 

   20

表3-4 ロックフィルダムの各工程に必要な機材内訳及び各工程の標準必要工事量 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3-4内の準備工、基礎工及び本体工は連続する工事のため、基本的に共通機材を使用する。材料採

取工は本体工事と別の場所での同時並行作業のため、別フリートが必要となる。振動ローラは本体工

の工事量が多く、アクセス道路メンテナンス作業と共有できないため、2台必要となる。これら工事工

程を考慮したロックフィルダム建設に必要な機材台数総括表を表3-5に示す。 

 

 
表3-5 ロックフィルダム建設用機材台数総括表 

 

機 材 名 称 
番号 工事内容 

ブルドーザ 
油圧 
ショベル 

ホイール 
ローダ 

モーター 
グレーダ 

振動ローラ 
ダンプ 
トラック 

1 準備工 A A A A A A+B 

2 基礎工 A A A - A A+B 

3 本体工 A A A+B A B A+B+C+D 

4 材料採取工 B B C - - E+F+G 

合 計 台 数 2 2 3 1 2 7 

注：各機材の同じアルファベットは、同一機材であることを意味する 

 

ブルドーザ 油圧ショベル
ホイール
ローダ

モーター
グレーダ

振動ローラ
ダンプ
トラック

土工基礎整形
掘削、リッピング、

材料敷均し

掘削、岩盤破砕、
斜面整形、
排水溝掘削

切土積込、
材料積込

路面整形、
材料敷均し

路面転圧、
基盤転圧、
提体転圧、

切土運搬、
材料運搬

準備工 台数 1 1 1 1 1 2

（標準工期 標準必要工事量

3.0ヶ月間） 台数 1 1 1 - - 2

標準必要工事量

アクセス道路
メンテナンス（随時）

台数 - - - 1 1 -

基礎工 台数 1 1 1 - 1 2

（標準工期3.5ヶ月間） 標準必要工事量

本体工 台数 1 1 2 1 1 4

（標準工期5.0ヶ月間） 標準必要工事量

材料採取工 台数 1 1 1 - - 3

（標準工期10.0ヶ月間） 標準必要工事量 114,000m3

アクセス道路建設

転流工

機　材　名　称

用　途

70,000m2

8,000m3

26,000m3

114,000m3
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B) 石積みダム 

 

石積みダムの標準断面図を図3-6、工期1年間の標準工事工程図を図3-7示す。 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 
図3-6 石積みダム標準断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図3-7 石積みダム標準工事工程図 

 

石積みダム標準工事工程の、各工程に必要な機材内訳及び各工程の標準必要工事量を表3-6に示す。 
 

表3-6 石積みダムの各工程に必要な機材内訳及び各工程の標準必要工事量 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

準備工 3.0

基礎工 2.5

本体工 5.0

材料採取工 7.5

工事期間

アクセス道路メンテナンス期間

10
工種

月　数

8 9 11 12
期間

1 2 3 4 5 6 7

上流 下流 

加工切石 

未加工切石 

ブルドーザ 油圧ショベル
ホイール
ローダ

モーター
グレーダ

振動ローラ
ダンプ
トラック

土工基礎整形
掘削、リッピング、

材料敷均し

掘削、岩盤破砕、
斜面整形、
排水溝掘削

切土積込、
材料積込

路面整形、
材料敷均し

路面転圧、
基盤転圧、
提体転圧、

切土運搬、
材料運搬

準備工 台数 1 1 1 1 1 2

（標準工期 標準必要工事量

3.0ヶ月間） 台数 1 1 1 - - 2

標準必要工事量

アクセス道路
メンテナンス（随時）

台数 - - - 1 1 -

基礎工 台数 1 1 1 - 1 2

（標準工期2.5ヶ月間） 標準必要工事量

本体工 台数 1 1 2 1 - 4

（標準工期5.0ヶ月間） 標準必要工事量

材料採取工 台数 1 1 1 - - 2

（標準工期7.5ヶ月間） 標準必要工事量 27,600m3

転流工
8,000m3

19,000m3

27,600m3

機　材　名　称

用　途

アクセス道路建設
70,000m2
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表3-6内の準備工、基礎工及び本体工は連続する工事のため、基本的に共通機材を使用する。材料採

取工は本体工事と別の場所での同時並行作業のため、別フリートが必要となる。これら工事工程を考

慮した石積みダム建設に必要な機材台数総括表を表3-7に示す。 
 

表3-7 石積みダム建設用機材台数総括表 
 

機 材 名 称 
番号 工事内容 

ブルドーザ 
油圧 
ショベル 

ホイール 
ローダ 

モーター 
グレーダ 

振動ローラ 
ダンプ 
トラック 

1 準備工 A A A A A A+B 

2 基礎工 A A A - A A+B 

3 本体工 A A A+B A - A+B+C+D 

4 材料採取工 B B C - - E+F 

合 計 台 数 2 2 3 1 1 6 

注：各機材の同じアルファベットは、同一機材であることを意味する 
 

C) コンクリートダム 
 
コンクリートダムの標準断面図を図3-8、工期1年間の標準工事工程図を図3-9に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図3-8 コンクリートダム標準断面図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
図3-9 コンクリートダム標準工事工程図 

上流 下流 

普通 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

ﾛｰﾗｺﾝﾊﾟｸﾄ 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

準備工 4.5

基礎工 3.5

本体工 5.0

材料採取工 10.0

工事期間

アクセス道路メンテナンス期間

11 127 8 9 10
工種

月　数
期間

1 2 3 4 5 6



 

   23

コンクリートダム標準工事工程の、各工程に必要な機材内訳及び各工程の標準必要工事量を表 3-8

に示す。 
 

表3-8 コンクリートダムの各工程に必要な機材内訳及び各工程の標準必要工事量 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3-8内の準備工、基礎工及び本体工は連続する工事のため、基本的に共通機材を使用する。材料採

取工は本体工事と別の場所での同時並行作業のため、別フリートが必要となる。振動ローラは本体工

の工事量が多く、アクセス道路メンテナンス作業と共有できないため、2台必要となる。これら工事工

程を考慮したコンクリートダム建設に必要な機材台数総括表を表3-9に示す。 

 
表3-9 コンクリートダム建設用機材台数総括表 

 

機 材 名 称 
番号 工事内容 

ブルドーザ 
油圧 
ショベル 

ホイール 
ローダ 

モーター 
グレーダ 

振動ローラ 
ダンプ 
トラック 

1 準備工 A A A A A A+B 

2 基礎工 A A A - - A+B 

3 本体工 A A A+B+C  B 
A+B+C+D+ 
E+F 

4 材料採取工 B B C - - G 

合 計 台 数 2 2 3 1 2 7 

注：各機材の同じアルファベットは、同一機材であることを意味する 

 

ブルドーザ 油圧ショベル
ホイール
ローダ

モーター
グレーダ

振動ローラ
ダンプ
トラック

土工基礎整形
掘削、リッピング、

材料敷均し

掘削、岩盤破砕、
斜面整形、
排水溝掘削

切土積込、
材料積込

路面整形、
材料敷均し

路面転圧、
基盤転圧、
提体転圧、

切土運搬、
材料運搬

準備工 台数 1 1 1 1 1 2

（標準工期 標準必要工事量

4.5ヶ月間） 台数 1 1 1 - - 2

標準必要工事量

アクセス道路
メンテナンス（随時）

台数 - - - 1 1 -

基礎工 台数 1 1 1 - - 2

（標準工期3.5ヶ月間） 標準必要工事量

本体工 台数 1 1 3 - 1 6

（標準工期5.0ヶ月間） 標準必要工事量

材料採取工 台数 1 1 1 - - 1

（標準工期10.0ヶ月間） 標準必要工事量 40,500m3

転流工
8,000m3

26,600m3

54,000m3

機　材　名　称

用　途

アクセス道路建設
70,000m2
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D) 河川水路/堤防建設/整備 

 

河川水路/堤防建設/整備の工期1年間の標準工事工程図を図3-10に示す。 

 

      

 

 

 

 

 
図3-10 河川水路/堤防建設/整備備標準工事工程図 

 

河川水路/堤防建設/整備標準工事工程の、各工程に必要な機材内訳及び各工程の標準必要工事量を表

3-10に示す。 
 

表3-10 河川水路/堤防建設/整備の各工程に必要な機材内訳及び各工程の標準必要工事量 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

これら工事工程を考慮した河川水路/堤防建設/整備に必要な機材台数総括表を表3-11に示す。 

 
表3-11 河川水路/堤防建設/整備用機材台数総括表 

 

機 材 名 称 
番号 工事内容 

ブルドーザ 
油圧 
ショベル 

ホイール 
ローダ 

モーター 
グレーダ 

振動 
ローラ 

ダンプ 
トラック 

1 準備工 A A A A×0.5 A A+B 

2 掘削工 A A A A×0.5 - A+B+C+D 

3 コンクリート打設 - - A - - A 

合 計 台 数 1 1 1 0.5 1 4 

注：各機材の同じアルファベットは、同一機材であることを意味する 

：モーターグレーダは、1台を2現場で共有するため、1現場は0.5台で計算する 

準備工 1.5

掘削工 3.5

ｺﾝｸﾘｰﾄ打設 6.5

工事期間

アクセス道路メンテナンス期間

128 9 10 11
工種

月　数
期間

1 2 3 4 5 6 7

ブルドーザ 油圧ショベル
ホイール
ローダ

モーター
グレーダ

振動ローラ
ダンプ
トラック

土工基礎整形
掘削、リッピング、

材料敷均し

掘削、岩盤破砕、
斜面整形、
排水溝掘削

切土積込、
材料積込

路面整形、
材料敷均し

路面転圧、
基盤転圧、
提体転圧、

切土運搬、
材料運搬

準備工 台数 1 1 1 0.5 1 2

（標準工期 標準必要工事量

1.5ヶ月間）
アクセス道路

メンテナンス（随時）
台数 - - - 0.5 1 -

掘削工 台数 1 1 1 0.5 - 4

（標準工期3.5ヶ月間） 標準必要工事量

コンクリート打設 台数 - - 1 - - 1

（標準工期6.5ヶ月間） 標準必要工事量

20,000m3

6,500m3

機　材　名　称

用　途

アクセス道路建設
14,000m2
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E) 計画外緊急工事 

 

計画外緊急工事は過去の実績より、ブルドーザ 1台、油圧ショベル 1台、ホイールローダ 1台及び

ダンプトラック2台を1フリートとし、年間6ヶ月使用するものとする。 

 

 
（4）工事内容の総括及び年間必要機種/台数の算出 

今まで述べた結果を総括し、各年の各工事に必要なフリート構成及びフリート数量から 2007 年～

2011年の洪水対策活動計画に必要な機材の機種/台数を各年度別に算定したものを表3-12に、年度ごと

に必要な各機種の台数から平均的な年間必要台数を算定したものを表3-13に示す。 
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表3-12 工事別フリート構成、年度別フリート数、必要機材台数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

表3-13 年度別必要機材台数及び年間必要機材台数 

 

 

 

 

 
 

2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

必要機械 台数 フリート数 フリート数 フリート数 フリート数 フリート数

1 3 4 3 3

ブルドーザ 2 2 6 8 6 6

油圧ショベル 2 2 6 8 6 6

ホイールローダ 3 3 9 12 9 9

モーターグレーダ 1 1 3 4 3 3

振動ローラ 2 2 6 8 6 6

ダンプトラック 7 7 21 28 21 21

フリート数 フリート数 フリート数 フリート数 フリート数

0 1 2 3 2

ブルドーザ 2 0 2 4 6 4

油圧ショベル 2 0 2 4 6 4

ホイールローダ 3 0 3 6 9 6

モーターグレーダ 1 0 1 2 3 2

振動ローラ 1 0 1 2 3 2

ダンプトラック 6 0 6 12 18 12

フリート数 フリート数 フリート数 フリート数 フリート数

3 2 1 1 1

ブルドーザ 2 6 4 2 2 2

油圧ショベル 2 6 4 2 2 2

ホイールローダ 3 9 6 3 3 3

モーターグレーダ 1 3 2 1 1 1

振動ローラ 2 6 4 2 2 2

ダンプトラック 7 21 14 7 7 7

2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

必要機械 台数 フリート数 フリート数 フリート数 フリート数 フリート数

4 4 4 4 4

ブルドーザ 1 4 4 4 4 4

油圧ショベル 1 4 4 4 4 4

ホイールローダ 1 4 4 4 4 4

モーターグレーダ 0.5 2 2 2 2 2

振動ローラ 1 4 4 4 4 4

ダンプトラック 4 16 16 16 16 16

フリート数 フリート数 フリート数 フリート数 フリート数

0.5 0.5 0.5 0.5 0.5

ブルドーザ 1 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5

油圧ショベル 1 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5

ホイールローダ 1 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5

モーターグレーダ 0 0 0 0 0 0

振動ローラ 0 0 0 0 0 0

ダンプトラック 2 1 1 1 1 1

1フリート構成

コンクリートダム

ロックフィルダム

河川堤防整備

河川堤防整備

中小ダム

石積みダム

緊急工事

1フリート構成

必要機材台数

必要機材台数

必要機材台数

必要機材台数

必要機材台数

必要機材 各年度必要機材台数 年間
必要台数

2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

ブルドーザ 12.5 16.5 18.5 18.5 16.5 17
油圧ショベル 12.5 16.5 18.5 18.5 16.5 17
ホイルローダ 16.5 22.5 25.5 25.5 22.5 23
モーターグレーダ 6.0 8.0 9.0 9.0 8.0 8
振動ローラ 12.0 15.0 16.0 15.0 14.0 15
ダンプトラック 45.0 58.0 64.0 63.0 57.0 58
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補助機材である、クレーン付トラック及びトラックトレーラの必要台数及び根拠を表3-14に示す。 

 
表3-14 クレーン付トラック及びトラックトレーラの必要台数及び根拠 

 

機 材 名 用 途 必要
台数

根 拠 

クレーン付トラック 
巡回修理チームに
よる機材の現場で
の維持管理、修理 

4 

洪水対策工事現場数は、平均して常時11ヶ所ある。 
クレーン付トラックの巡回頻度計画は各現場を3回/年、
各現場維持管理/修理期間は1ヶ月間/回である。 
従って、以下の計算式から4台必要となる。 
・11ヶ所×3回/年×1ヶ月＝33ヶ月/年 
・1台の年間現場作業期間＝8ヶ月/台 
（4ヶ月間は中央機材保管所作業等） 
・33ヶ月/年÷8ヶ月/台≒4台/年 

トラックトレーラ 
重機の現場間移動 
故障機材の修理工
場への運搬 

3 

機材の現場間移動 
移動平均回数：8回/年 
・輸送機材台数（ダンプトラックを除く） 

10台/回×8回/年＝80台/年 
・トラックトレーラ1台/回で平均2台の機材運搬するこ
とから、 
80台/年÷2台＝40回/年・(a) 

 
故障機材の修理工場への運搬 
運搬平均回数：2回(往復)×50台/年＝100回/年・(b) 
 
・トラックトレーラの年間平均運搬回数 

〔(a)+(b)〕＝140回/年 
・機材の移動、運搬の平均所要日数：5日/回 
・合計年間所要日数：140回/年×5日/回＝700日/年 
・年間稼動日数：229日/台であることから、 

700日/年÷229日/台≒3台/年 

 

 

 
（5）既存保有機材の状態確認 

水利庁の既存保有主要機材の状況は表2-3に示したとおりであるが、その多くは稼動開始から10年以上経

過し、経済寿命を超えスクラップ化が進んでいる。水利庁はスクラップ機材からの部品剥ぎ取りなどにより、

稼動継続の努力をしているが、故障頻度は高く、機材の稼働率（実稼動時間／稼動計画時間）は 50～70％、

また稼動してもその作業性能は低下している。 

 

このような状態の既存保有機材台数をそのまま稼動可能台数としてカウントすることは、洪水対策活動計

画実施に大きく影響を及ぼす。したがって、現地調査時に確認した各機材の稼働率及び作業性能低下度を考

慮した係数（α）を各機材に乗じて、既存保有機材のうち通常の機材の稼動能力に相当する機材台数を算出

したものを表3-15に示す。以下、この機材台数を既存保有機材の稼動可能台数と称す。 
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表3-15 既存保有機材の稼動可能台数 
 

機 材 名 既存保有 
機材台数 

係数 
（α） 

稼動可能 
台数 

ブルドーザ 20 0.60 12 

油圧ショベル 11 0.90 9.9⇒10 

ホイールローダ 24 0.60 14.4⇒14 

モーターグレーダ 6 0.80 4.8⇒5 

振動ローラ 19 0.65 12.3⇒12 

ダンプトラック 45 0.80 36 

クレーン付トラック 2 0.85 1.7⇒2 

トラックトレーラ 3 0.85 2.6⇒3 

 
（6）供与機材台数の算定 

前述の表3-13で示した各機材の年間必要台数から、表3-15で示した既存保有機材の稼動可能台数を

差し引いて、不足台数を本プロジェクトで調達する。調達台数算定表を表3-16に示す。 

 
表3-16 調達台数算定表 

 

機 材 名 年間必要 
台数 

稼動可能 
台数 

調達 
台数 

ブルドーザ 17 12 5 

油圧ショベル 17 10 7 

ホイールローダ 23 14 9 

モーターグレーダ 8 5 3 

振動ローラ 15 12 3 

ダンプトラック 58 36 22 

クレーン付トラック 4 2 2 

トラックトレーラ 3 3 - 
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3-2-2-2 機材計画 

水利庁の要請内容と上記で計画策定した結果に基づき作成した機材計画の概要を表3-17に示す。 

表3-17 機材計画 
 

No. 機材名称 主な仕様 
要請数量 

（要請書）

要請数量 

（ミニッツ

署名時） 

計画数量 使用目的等 

1 ブルドーザ 

27トンクラス、175kwクラス、 

セミUチルトドーザ、 

3本リッパ、スティールキャビン 

5 5 5 
土工基礎整形、掘削、 

リッピング、材料敷均し 

2 油圧ショベル 

20トンクラス、100kwクラス、 

バケット容量：0.7～0.8m3、 

クローラタイプ、油圧ブレーカ配管、

油圧ブレーカ(4台分) 

5 5 7 
掘削、岩盤破砕、 

斜面整形、排水溝掘削 

3 ホイールローダ 

13トンクラス、115kwクラス、 

バケット容量：2.7m3クラス 

つめ付バケット(7台分)、 

平刃バケット(2台分)、 

スティールキャビン、黄色回転灯 

7 7 9 切土積込、材料積込 

4 モーターグレーダ

100kwクラス、 

ブレード幅：3.7mクラス、 

スカリファイヤ、スティールキャビン、

黄色回転灯 

2 2 3 路面整形、材料敷均し 

5 振動ローラ 

10トンクラス、90kwクラス、 

前輪:平滑鉄輪、後輪:タイヤ、 

スティールキャビン 
4 4 3 

路面転圧、基盤転圧、 

提体転圧 

6 ダンプトラック 
190kwクラス、6x4、 

10m3積クラス、スペアタイヤ 18 18 22 切土運搬、材料運搬 

7 
クレーン付 

トラック 

130kwクラス 

4x2、4.5トン積クラス、3トンクレーン、

整備用機材搭載、スペアタイヤ 
1 1 2 

各現場を巡回し、現場修理

を行う。 

8 トラックトレーラ 30トン積 1 1 － 
機材運搬。現有機材を補修

して対応する。 

9 機材整備用機材 発電機、溶接機、工具セット類 － 1式 － 
クレーン付トラックに搭載

し、現場修理を充実する。

合 計  － 43 44 51 
 

スペア 

パーツ 

定期整備用部品

短期消耗部品 
一式 一式 一式 一式 

各機材に対し、初期稼働を

円滑に行うための早期交換

部品を準備する。 
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3-2-3 調達計画 

3-2-3-1 調達方針 

（1）事業実施主体 

本計画が日本国政府の無償資金協力により実施される場合、実施組織の全体的な関係を図3-11に示す。 

 
日本国政府 

実施機関 
（水利庁） 

モロッコ王国政府 

日本のコンサルタント会社 

・実施設計 
・入札図書作成 
・機材調達監理 
・検収・運転指導監理 

日本の納入業者 

・機材調達 
・輸送・納入 
・組立・運転指導 

交換公文 

機材調達監理 

各契約書の認証 

コンサルタント契約

機材調達契約 

 
図3-11 事業実施関連図 

 

「モ」国側の本計画の実施機関は水利庁である。実務を行うのは水利庁傘下の水利整備局中小ダム部であ

る。無償資金協力のシステムに従い、実施設計および調達監理は日本法人のコンサルタントが担当し、本計

画機材の調達については日本法人の納入業者が主契約者となる。 

 

（2）コンサルタント 

交換公文書（E/N）締結後、水利庁は日本のコンサルタントとの間で本計画実施に係るコンサルタント契

約を締結する。水利庁と契約したコンサルタントは、本計画機材の実施設計、入札図書作成、入札補助、調

達監理等のエンジニアリングサービスを行い、本計画機材の引渡し完了まで責任を負う。 
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（3）機材納入業者 

入札参加資格制限付一般競争入札により、要求された品質、仕様について審査に合格し、落札した納入業

者が、水利庁との間で本計画機材の納入に関し契約を結ぶ。納入業者は、契約で定められた納期内に、水利

庁が要求する機材の納入、初期運転・整備指導を行う。 

 

3-2-3-2 調達上の留意事項 

主管官庁の水利庁にとって、日本の無償資金協力による機材調達は1980年代後半から1990年代初めにか

けて3回の経験があるが、既に10年以上経過し、陣容も変わっているため、各実施段階で手順等について水

利庁に十分説明・協議を行い、遅延や不履行のないようにする必要がある。 

日本及び第三国から調達される機材は海上輸送で「モ」国のカサブランカ港まで運搬され、港渡しでモロ

ッコ側に引き渡される。機材納入業者は、海上輸送、陸揚げ中に起こり得る破損、盗難等による瑕疵責任つ

いて、「モ」国側との間で問題が生じないよう留意する。 

 

3-2-3-3 調達区分 

機材の受渡し条件はCIFカサブランカ港とする。従ってカサブランカ港までの海上輸送費を含む機材調達

コストは日本側負担である。機材引渡し後の機材輸入に係る税の免税措置、港湾内で発生する諸費用、集荷

検収を行う水利庁の中央機材保管所までの国内輸送費、再組立諸費用等の費用はすべてモロッコ側の負担と

なる。「モ」国側及び日本側の事業負担区分を表3-18に示す。 

表3-18 事業負担区分 
 

負担項目 日本国負担 「モ」国負担 備考 

１． 機材調達 

  機材調達費 

  機材海上輸送費 

  機材内陸輸送費 

  機材再組立 

  機材調整・試運転 

  機材初期操作/整備指導 

  機材保管場の確保 

 

● 

● 

 

 

● 

● 

 

 

 

 

● 

● 

 

 

● 

 

 

 

ｶｻﾌﾞﾗﾝｶ港－ﾗﾊﾞﾄ中央機材保管所 

日本側は指導 

 

 

中央機材保管所 

2．免税措置  ●  

3．通関手続き及び関連費用  ● 通関手数料、保税倉庫料等 
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3-2-3-4 調達監理計画 

（1）調達監理の基本方針 

本計画を日本国政府の無償資金協力で実施する場合、実施設計および調達監理を遂行するに当っては、特に

以下の事項に留意して、実施設計、調達監理の経験豊富な担当者を配した実施体制をつくる。 

 
1. 基本設計調査報告書 

2. 無償資金協力の仕組み 

3. 二国間で締結された交換公文書 

以上を踏まえ、実施設計、調達監理業務の内容、担当、留意点についての概要を示す。 

（2）業務内容 

E/N締結後、E/Nに示された業務範囲において、コンサルタントは本プロジェクトの主管官庁との間でコ

ンサルタント業務契約を結ぶ。その業務の内容は、概略以下のようになる。 

 

1）実施設計業務 

計画内容最終確認および入札図書の作成・協議 

入札図書に対する「モ」国側の承認取得 

入札公示および入札図書の配布 

入札の実施補助、入札結果の評価および報告 

業者契約促進 

 

2）機材調達監理業務 

機材製作仕様の確認 

調達進捗状況の確認 

工場出荷前検査立会い／船積前検査確認 

機材調整・試運転確認 

機材初期運転・整備指導確認 

現地検収・引渡確認 
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（3）監理要員配置計画 

1） 調達機材の製造に関しては、製作仕様の確認、工場出荷前検査、船積み前検査において検査要員

（1名）を派遣し、基本設計調査段階で明らかにされた機材仕様および数量に変更がないか確認す

る。 

2） 機材の現地到着後には、常駐監理要員（1名）を現地に派遣し、組立、機材調整、試運転確認、初

期指導、検収、引渡し等一連の作業を監理する。 

3） これらの監理要員の選定にあたっては、豊富な経験、適切な技術的判断力及び調整能力を有する

ことを条件とする。 

 

 

3-2-3-5 品質管理計画 

機材の調達においては契約書に定める技術仕様に適合していることを確認するため、各段階において以下

の検査を実施する。 

工場出荷前検査 技術仕様書内容と製作された機材の仕様、性能、数量が適合しているかの確認 
 （供給業者：実施、コンサルタント：確認） 

船積み前検査 技術仕様書内容と船積み書類との照合及び船積み書類と機材の照合 
 （検査専門業者：実施、コンサルタント：確認） 

引渡し検査 技術仕様書内容と機材輸送後の機材が適合しているかの確認 
 （供給業者：実施、コンサルタント：確認） 

3-2-3-6 機材調達計画 

（1）調達先 

以下の理由により調達機材は日本製品を原則とする。但し、十分な競争性が確保されない場合は、「モ」

国で多数稼動し、技術的にも信頼され、納入後のアフターサービスも問題のない EU製品も第三国調達適格

製品とする。 

・「モ」国では調達対象製品は製造されていない。 

・日本製品に限定した入札を実施した場合でも、複数のメーカが調達対象機材を日本で製造しており、入札

において競争性が確保される。 

・第三国調達の対象となる EU製品を日本製品と比較した場合、輸送費を含めた現地渡し価格に著しい優位

性がない。 

・水利庁は品質、性能に優れ、運営/維持管理手法を習熟している日本製機材の調達を希望している。 

 

振動ローラは日本製品のみで十分な競争性が確保できないため、第三国調達先としてEUも含める。 

機材調達区分を表3-19に、機材主要現地代理店一覧表を表3-20に示す。 
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表3-19 機材調達区分 
 

 

表3-20 機材主要現地代理店一覧 
 

    代理店 
 
項目 

Stokvis Tractafric Bennes Marrel 
Maroc 

AOUTO HALL 
(Group) 

BERLIET 
MAROC 

本社 カサブランカ カサブランカ カサブランカ カサブランカ カサブランカ 

主な取扱製品 
ﾒｰｶ  ー

コマツ、ダイナパッ
ク、(サカイ) 

CAT、 
Hyster 

特殊車両 (ﾀ゙ ﾝﾌ゚、ﾄﾚー
ﾗ、道路維持管理車両) 

三菱、フォード、 
農業機械、CASE 

Renault、KIA、 
(いすゞ ) 

従業員数 
(ｻｰﾋﾞｽﾒｶﾆｯｸ 

人数) 
140(85) 191(95) 120(10) 

全社:700 
ﾄﾗｯｸ部門:160 

(80) 

全社:580 
ﾄﾗｯｸ部門:206 

(14) 
国内他支店 

/拠点数 
2 3 1 12 20 

ｻｰﾋﾞｽﾄﾗｯｸ台数 20 42 2 24 20 

ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ 
対象機材台数 

500 4,200 32,000 15,000 6,000 

補給部品供給 
ｼｽﾃﾑ 通常/緊急 

15日/ 
72～96時間 

24～36時間 48時間 2～3 ｹ月/ 
1週間 1週間 

在庫部品：金額 
(ｱｲﾃﾑ数)  

1百万DH 
(7,000) 

40百万DH 
(20,000) 

4百万DH 17百万DH 
(16,000) 
ｶｻﾌﾞﾗﾝｶのみ 

12百万DH 
(25,000) 

 

原産国 
機材名 

日本 EU諸国 モロッコ 
理 由 

ブルドーザ ●    

油圧ショベル ●    

ホイールローダ ●    

モーターグレーダ ●    

振動ローラ ● ●  
日本製品の数が限定される
ため 

ダンプトラック ●    

クレーン付トラック ●    
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（2）スペアーパーツ 

初期 500時間相当（6ヶ月間）の間に交換を必要とする以下定期整備用部品、短期消耗部品を中心にスペ

アパーツを同時に調達し、供与機材の稼働率向上を図る。 

定期整備部品：燃料フィルタ、エンジンオイルフィルタ、エアークリーナエレメント、 

パワーラインフィルタ、油圧システムフィルタ 

短期消耗部品：ブレードカッティングエッジ、エンドビット、バケットツース、リッパポイント、 

スカリファイヤツース 

（3）輸送ルート 

本プロジェクトで調達される日本製品の調達機材は、日本の船積港(横浜/神戸)からインド洋経由で、EU

製品は船積港からドーバー海峡経由でモロッコ国カサブランカ港に陸揚げ後、カサブランカ港で引き渡され

る。その後カサブランカ港から水利庁中央機材保管所（ラバト）への内陸輸送は｢モ｣側で実施する。輸送期

間は、日本からは約45日間、EUからは約20日間である。 

 

3-2-3-7 初期操作指導・運用指導等計画 

本プロジェクトでは、調達機材が水利庁中央機材保管所（ラバト）に到着後、再組立、初期操作および運

用の各指導を、メーカ技術者もしくは現地代理店技術者が水利庁中央機材保管所で実施する。コンサルタン

トは調達機材のメーカ技術者もしくは現地代理店の指導を監理する。 

表3-21 初期操作指導・運用指導必要日数 
 

指導内容 対象者 必要日数 

初期操作指導 機材オペレータ 0.5日（各機種）×7機種＝3.5日 

初期運用指導 エンジニア、メカニック 0.5日（各機種）×7機種＝3.5日 
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3-2-3-8 実施工程 

本プロジェクトの業務実施工程は、我が国の無償資金協力に基づき概ね図3-12のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

図3-12 実施工程図 
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機材調達・検査 
 

(1.5 ヶ月) 

海上輸送 

(0.5 ヶ月) 
 

内陸輸送 
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月）域月) 

納入検収・再組 
運転整備指導 

月数 
 

(1.0 ヶ月) 
 

国内設計 
 

(0.5 ヶ月) 
 

入札図書承認 
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3-3 相手国側分担事業の概要 

本計画が無償資金協力として実施される場合のモロッコ側負担（担当）事項は以下のとおりである。 

（1） 銀行取極め（B/A）に基づく、日本の銀行に対する手数料の予算を確保し支払う 

（2） 本計画に係る調達機材の、カサブランカ港での関税、輸入税等の免税措置を事前準備し、水利庁中

央機材保管所まで速やかな輸送をする 

（3） 本計画に係る日本国民が、業務遂行のため「モ」国へ入国・滞在することに係る便宜供与 

（4） 本計画に係る供給、業務に関して、日本国民に対する関税、国内税、その他の課徴金の免除手続 

（5） 本計画で調達される機材の適正かつ効果的な運営および維持管理に必要なオペレータ、メカニック

育成の予算確保及び事前教育 
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

（1）機材の維持管理体制 

機材の維持管理/修理は、修理規模及び難易度により以下の3ヶ所で実施している。 

1）各工事現場：日常点検整備、軽度の故障修理 

各工事現場に常駐している機材維持管理要員が実施し、中央機材保管所の巡回修理チームが補佐をして

いる。各工事現場の標準的な機材維持管理要員構成を表3-22に示す。 

表3-22 工事現場維持管理要員構成 

単位：人   

職 種 人 数 

機材チーフ 1 

メカニック 1 

メカニック助手 2 

電気工 1 

板金工 1 

出典：水利庁   

2）中央機材保管所（ラバト）：通常の故障修理 

中央機材保管所のメカニックは、過去に設備・交通省の道路局傘下の道路保守建設機械訓練所（日本の

無償資金協力により整備された建設機械技術教育の専門機関：「以下 IFEER」）で研修を受けており、実

務経験10年程度のメカニックが大半を占めている。過去1987年、1989年、1995年の3回にわたって日本

から供与された機材を修理し、いまだに稼動させていることから、一定レベルの技術力を有していると見

られる。 

また、修理の実施内容を見てもエンジンオーバーホールなど高度な作業も実施しており、かつ老朽化し

た機材の稼働状況、機材の状態から判断して一般的な技術力は問題ないと見られる。 

中央機材保管所には、クレーン付トラックを利用した移動修理チームが4チームあり、各工事現場を巡

回し機材の点検をしている。また、各工事現場の機材維持管理要員で修理できないが、中央機材保管所に

運搬するほどでないものの修理を実施している。また、工事現場で不可能な修理やエンジン、トランスミ

ッションなどの清浄度が必要な主要コンポネントは取り外して、中央機材保管所へ運搬し修理を行ってい

る。移動修理チームはメカニック1名、電気工1名、板金工1名、助手0～1名で構成されている。しかし

巡回修理チームが携帯している機材整備用機材は貧弱であり、現場修理は非効率的かつ修理範囲も限られ

ているため、機材の稼働率低下を招いている。したがって、新規に2台調達するクレーン付トラックに工

事現場修理で使用する簡易な機材整備用機材を搭載し、機材の稼働率向上を図る。 
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3）設備・交通省道路局のカサブランカ中央機材保管所：大規模修理 

中央機材保管所で修理が困難な場合は設備・交通省道路局のカサブランカ中央機材保管所に修理を依頼

している。しかし、道路局は自局機材の修理で繁忙しており、水利庁の機材修理納期が3～6ヶ月かかるた

め、緊急を要する場合は民間修理工場にも委託している。今後、水利庁の中小ダム部は、機材修理に設備・

交通省道路局のIFEERの活用も視野に入れ、中小ダム部は修理に関する協定をIFEERと締結する予定であ

る。 

（2）スペアパーツの管理 

中央機材保管所の補修用部品は4,000アイテム、12百万DHを在庫している。補修部品はアイテム毎に

カーデックスにて在庫管理しており、現在、在庫管理をカーデックス管理からコンピュータ管理へ変更中

である。補修部品の棚卸しは１～2回/年行っており、部品は機種毎に整然と収納され、部品管理状態に問

題はない。 

（3）人員配置 

洪水対策事業の増加及び本プロジェクトによって新規調達される予定の機材導入に伴い、機材運営、維

持管理を行う水利庁中小ダム部は2008年から要員を表3-23のとおり増強/トレーニングし、新規調達機材

導入に備える予定である。 

表3-23 中小ダム部要員計画 

単位：人 

年 2007 2008 2009 2010 2011 

区分 常勤 契約 常勤 契約 常勤 契約 常勤 契約 常勤 契約 

管理職 3  3  3  3  3  

事務職員 12  13  13  13  13  

土木エンジニア 15  17  18  19  19  

機械エンジニア 2  3  3  3  3  

専門技術者 32  33  33  33  33  

メカニック 14 9 15 19 15 19 15 19 15 19 

電気工  8     

板金工 3 6 3 
29 

3 
34 

3 
34 

3 
34 

オペレータ  2  12  17  17  17 

その他 7  7  7  7  7  

合計 88 25 94 60 95 70 96 70 96 70 

総合計 113 154 165 166 166 

出典：水利庁 
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1) 中小ダム部の要員は管理、設計、現場監督、中央機材保管所のメカニックなどである。世界銀行の指導

により「モ」国公務員の人員削減が行われ、現在不足気味となっている。今後も、常勤職員の増員は限

られており、限られた増員枠には基幹となるエンジニア、メカニックを充当する予定である。従って、

一般のメカニック、オペレータなどは契約職員の増員でまかなう予定である。 

 

2) 1つの工事現場で一般労働者はピーク時に最大300人にも上る。これら一般労働者は内務省が近隣住民

を雇用し作業を行っており、雇用対策ともなっている。現場採用のオペレータ、メカニックなども内務

省が同方式で雇用するが、近隣住民を中心としながらも技量、経験を重視し遠隔地からも雇用している。

これらの要員は表3-23には含まれていない。 

 

3) 契約職員として増員されるメカニック、オペレータは、今後、設備・交通省の IFEER でトレーニング

を行って技能向上を図り、機材の効率的な運営・維持管理を行う予定である。 

 

これらの要員配置、トレーニングを行うことで、計画されている洪水対策活動計画を実施する要員の体

制は十分整うと判断される。 
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3-5 プロジェクトの概算事業費 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は約784百万円となる。 

（1） 日本側負担経費 概算総事業費     約779百万円 

費目 概算事業費（百万円） 

機材 

ブルドーザ、油圧ショベル、 
ホイールローダ、モーターグレーダ、 
振動ローラ、ダンプトラック、 
クレーン付トラック 

753

実施設計・調達監理 26

合  計 779

         

本概算総事業費は暫定値であり、日本政府により無償資金協力として承認するためにさらに精査される。

なお、この概算総事業費は即交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

 

（2）「モ」国負担経費     約391千DH（約5.31百万円） 

 機材通関費                約 81千DH（約1.10百万円） 

 機材国内輸送費 ｶｻﾌﾞﾗﾝｶ港→ﾗﾊﾞﾄ中央機材保管所 約310千DH（約4.21百万円） 

 合計                   約391千DH（約5.31百万円） 

 

（3）積算条件 

1）積算時点 ： 平成18年12月 

2）為替交換レート ： 1US$ ＝ 117.55円、1EUR ＝ 150.71円、1DH ＝ 13.57円 

3）調達期間 ： 実施設計, 機材調達の期間は、実施工程図に示したとおり約 15.5 ヶ

月である。 

4）その他 ： 積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行うこととす

る。 
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3-5-2 運営・維持管理費 

機材導入後､最も費用を要する項目は機材の運営・維持管理費である。本洪水対策事業を実行する上で必

要となる全機材の年間の運営・維持管理費は､燃料オイル費35.7百万DH（約485百万円）､維持修理費4.3

百万DH（約58百万円）と見積もられる。なお、このうち新規調達機材の燃料オイル費は11.5百万DH（約

156百万円）､維持修理費は1.5百万DH（約20百万円）である。 

燃料オイル費および維持修理費の各見積りを表3-24，3-25に示す。 

 

表3-24 燃料オイル費見積 

単位：ltr 

No. 機材名称 
仕様 
(kw) 

台数 
(注) 

台当り燃料オイル消費量 
（ltr/日・台） 

燃料オイル消費量 
（全台数・ltr/日） 

1 ブルドーザ 171 17 0.175  x  171kw  x  7.2h  =  215 3,655 

2 油圧ショベル 104 17 0.175  x  104kw  x  7.2h  =  131 2,227 

3 ホイールローダ 117 23 0.153  x  117kw  x  7.2h  =  129  2,967 

4 モーターグレーダ 101 8 0.108  x  101kw  x  7.2h  =   79 632 

5 振動ローラ 88 15 0.520  x   88kw  x  7.2h  =  329 4,935 

6 ダンプトラック 246 58 0.050  x  246kw  x  7.2h  =   89 5,162 

合  計  138  19,,578 

注：機材台数は水利庁の既存機材稼動可能台数＋新規調達機材台数 

 

積算条件 

a.  年間稼働日数：  229日 

b.  1日の稼働時間： 9時間、 効率80% 

c.  運転 1時間あたりの燃料消費率(ltr/kw-h)： ｢H18年(社)日本建設機械化協会建設機械等損料算定表｣で定められて

いる標準による。オイル費は燃料消費量の1%として計上。 

d.  ディーゼル燃料価格：7.71DH/ltr = 105円/ltr （1DH＝13.75円） 

オイル価格：    24.20DH/ltr = 328円/ltr 

e.  年間燃料費用：   19,578 ltr x 229日 x 7.71DH = 34.6百万DH ( = 470百万円)  

年間オイル費用：   195 ltr x 229日 x 24.2DH =  1.1百万DH (=  15百万円) 

 

年間燃料オイル費合計     34.6 + 1.1 = 35.7百万DH  （ = 485百万円） 
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表3-25 維持修理費見積 

単位：千DH 

No 機材名称 
仕様 
(kw) 

台数 
( 注) 

維持修理比率 
( /台・年) 

維持修理費 
( 千DH/台・年) 

年間維持修理費 
( 千DH・全台数/年) 

1 ブルドーザ 171 17 0.60 ÷  9.0  x  1/2 =  0.033 74 1,258 

2 油圧ショベル 104 17 0.45 ÷  7.5  x  1/2 =  0.030 31 527 

3 ホイールローダ 117 23 0.70 ÷ 11.0  x  1/2 =  0.032 38 874 

4 モーターグレーダ 101 8 0.35 ÷ 12.0  x  1/2 =  0.015 17 136 

5 振動ローラ 88 15 0.35 ÷ 11.0  x  1/2 =  0.016 13 195 

6 ダンプトラック 246 58 0.60 ÷  9.0  x  1/2 =  0.033 22 1,276 

合  計 138   4,266 

注：機材台数は水利庁の既存機材稼動可能台数＋新規調達機材台数 

 

積算条件： 

a.  機材維持修理比率､耐用年数：｢H18年｢(社)日本建設機械化協会建設機械等損料算定表｣で定められている標準による。 

b.  機材維持修理費：機材見積価（CIF価格）x 機材維持修理費率 

c.  維持修理費に係る部品費：労務費の費用比率は50：50であるが、労務費は自己ワークショップで維持管理を行うた

め計上せず部品代のみ計上する 

 

年間機材維持修理費合計   4,266千DH= 58百万円 

 

本洪水対策事業は水利庁を中心に内務省、地方自治体、インフラ関連省庁との業務連携によって実施さ

れる国営事業方式（Regie 方式）が取られており、実施費用を分担している。上述の燃料オイル費は内務

省、機材維持修理費は水利庁がそれぞれ負担している。洪水対策活動計画予算の実績値（2004-2006年）、

確定値（2007年）及び計画値（2008-2010年）を表3-26に示す。 
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表3-26 洪水対策活動計画予算の推移 

単位：百万DH   

出典：水利庁 

 

機材修理・交換部品費に関して、水利庁は 2006年、2007年には老朽化した機材の集中修理のためそれ

ぞれ 9.5百万DH、13.0百万DHの予算を確保し機材作業の能力維持に努めている。2008年以降は老朽化

した機材の日本からの新規調達機材による代替を見込み、同予算を7.0-9.0百万DHで計画しており、年間

修理・交換部品費見込みの4.3百万DHは確保可能である。2009年及び2010年の前年度予算計画値の伸び

率は12-15%であり、2005年から2007年の間の前年度予算実績値の伸び率35%-60%と比較すると、予算計

画値は妥当と思われる。 

2008年以降の燃料オイル費は、36.0-39.0百万DHで計画しており、年間燃料オイル費見込みの 35.7百

万DHは確保可能である。2008年及び2009年の前年度予算計画値の伸び率は8-13%であり、2005年から

2007 年の間の前年度予算実績値の伸び率 19%-50%と比較すると、予算計画値は妥当と思われる。同様に

労務者人件費（オペレータ、作業員等）も、2008年及び 2009年の前年度予算計画値の伸び率は 8-11%で

あり、2005年から2007年の間の前年度予算実績値の伸び率22%-33%と比較すると、予算計画値は妥当と

思われる。 

以上のとおり、洪水対策活動計画を実施するための機材は、予算面からも有効に運営・維持管理するこ

とが可能と判断される。 

年 2004 
(実績)

2005 
(実績)

2006 
(実績)

2007 
(確定)

2008 
(計画)

2009 
(計画) 

2010 
(計画) 

設計費、管理費 1.5 2.0 10.0 11.0 13.0 13.0 13.0 

資材費 9.0 12.0 57.0 65.0 61.0 59.0 62.0 

機材費 4.4 6.2 25.5 33.0 29.0 32.0 31.0 

修理・交換部品費 1.5 2.4 9.5 13.0 7.0 8.0 9.0 

伸び率（%） - 60.0 295.8 36.8 △53.8 14.3 12.5 

償却費 0 1.2 6.0 6.5 10.0 10.0 11.0 

設備費 1.1 1.8 7.5 9.0 7.0 8.0 8.0 

 
 
 
水
利
庁 

合 計 16.0 22.0 100.0 118.0 110.0 112.0 114.0 

燃料オイル費 4.0 6.0 27.0 32.0 36.0 39.0 39.0 

伸び率（%） - 50.0 350.0 18.5 12.5 8.3 0.0 

労務者人件費 9.0 12.0 54.0 66.0 71.0 79.0 79.0 

伸び率（%） - 33.3 350.0 22.2 7.6 11.3 0.0 

内
務
省 

合 計 13.0 18.0 81.0 98.0 107.0 118.0 118.0 

合 計 29.0 40.0 181.0 216.0 217.0 230.0 232.0 
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3-5-3 機材更新計画 

洪水対策活動計画実施に必要な機材台数は水利庁の既存保有機材の機材能力を勘案して算定しているが、

これらの保有機材は年々スクラップダウンされたり、作業能力が低下したりして補充が必要となってくる。 

現在の保有機材の稼動可能台数と2012年の稼動可能台数予測及び補充必要台数を表3－27に示す。またこ

の補充機材を更新するための水利庁予算の状況を表3－28に示す。 

 
表3-27 水利庁保有機材の稼動可能機材台数 

 

補充必要機材  現保有台数 現稼動 

可能台数 

2012年 

稼動可能台

数予測 

台数 単価 

(百万ＤＨ) 

金額 

(百万ＤＨ) 

ブルドーザ 20 12 5 7 2.0 14.0

油圧ショベル 11 10 6 4 1.0 4.0

ホイールローダ 24 14 7 7 1.1 7.7

モーターグレーダ 6 5 3 2 1.1 2.2

振動ローラ 19 12 7 5 0.7 3.5

ダンプトラック 45 36 21 15 0.7 10.5

合計 125 89 49 40  41.9

 
表3-28 水利庁機材償却費（購入費）予算 

 

年 2007 2008 2009 2010 2011 合計 

償却費(機材購入費)予算（百万ＤＨ） 6.5 10.0 11.0 11.0 11.5 50.0

必要機材購入費（百万ＤＨ） 5.5 8.4 9.2 9.2 9.6 41.9

購入機材台数（台） 5 8 9 9 9 40

 

2007年から2011年の間に40台、約41.9百万ＤＨの機材を更新する必要があるが、水利庁の機材購入費

予算はこの 5年間で 50百万ＤＨであり、機材の更新は可能である。2012年以降も同程度の予算を確保す

れば、機材は次々と更新され、洪水対策事業は持続的に実施可能である。 
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3-6 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

協力対象事業を円滑に実施するために以下の点を留意する必要がある。 

 

（１） 調達機材の「モ」国での通関・免税手続き 

 

水利庁にとって、日本の無償資金協力による機材調達は1980年代後半から1990年代初めにかけて3回

の経験があるが、既に10年以上経過し、陣容も変わっているため通関・免税手続きに不慣れなことが予想

される。調達機材の引渡し条件はCIFカサブランカ港であり、カサブランカ港での通関・免税手続きは水

利庁の実施事項である。迅速な通関のため、日本側は引渡し時期など水利庁と緊密な連絡をとり、適切な

助言をする必要がある。 

 

（２） 通関諸費用及びラバト中央機材保管所までの機材輸送費 

 

 日本の無償資金協力のスキームに従い、本計画に係る調達機材の通関時に発生する諸費用は「モ」国側

負担である。また、調達機材の引渡し地はカサブランカ港であるので、カサブランカ港からラバト市の水

利庁中央機材保管所までの機材輸送は「モ」国側が実施することになる。これらの費用の予算手当てを事

前に「モ」国側は行う必要がある。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 プロジェクトの妥当性の検証 
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第4章 プロジェクトの妥当性の検証 

4-1 プロジェクトの効果 

プロジェクトの実施により期待される効果は表4-1のとおり 

 
表4-1 期待される効果 

 

現状と問題点 協力対象事業での対策 直接効果・改善程度 間接効果・改善程度 

1.洪水調節機能を有す

る、防災ダムの未整備、

河川水路の排水能力不

足などにより、洪水によ

る人的、物的被害が増加

している。 

 

 

2.ダム建設、河川水路/

堤防の建設、整備を行う

水利庁の保有する機材

が不足し、かつ老朽化し

ており、建設、整備を計

画どおり達成できない。 

 

 

1.ダム建設、河川水路/

堤防の建設、整備を行う

ための建設機材を調達

する。 

1. 水利庁のダム建設な

どの洪水対策事業能力

が年間3～4 件から7件

程度に増強される。 

 

 

2.2007－2011年の5年間

で洪水対策として建設、

整備できるのは現在の

機材では中小ダム11件、

河川水路/堤防 6 件であ

る。しかし、本無償資金

協力を実施することに

より中小ダム 17 件、河

川水路/堤防 13 件の建

設、整備が可能となる。 

 

 

1.地域住民を洪水対策

事業のオペレータ、作業

員として雇用すること

により、地域の雇用を創

出し、失業問題の緩和、

地域の安定化に寄与す

る。 

 

 

2.洪水被害が減少し、地

域の安全性が向上する

ことにより、地域住民の

他地域への流出を防止

し、地域経済の活性化、

貧困削減に寄与する。 

 

 

3.洪水対策ダムの建設

により、灌漑施設、家畜

の水飲み場などが付帯

的に整備され、地域の農

畜産業の発展に寄与す

る。 
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4-2 課題・提言 

本プロジェクトの実施により、前項に示したとおり効果が期待できるが、本プロジェクトの実施による

効果をより確実に発現・持続するために以下の課題を解決して行く必要がある。 

 

(1) 本プロジェクトの洪水対策活動計画は2007～2011年の5ヵ年計画であるが、本計画終了後もなお300

以上の洪水の発生しやすいサイトが残されており、2012年以降も継続して洪水対策事業を実施する必要が

ある。中長期洪水対策計画を立案し、持続的、効率的な洪水対策を実施することが望まれる。 

 

(2) 本プロジェクトの実施にあたり、多数のエンジニア、オペレータ、メカニックなどが参画するが、こ

れらの要員に対して設備・交通省道路局の建設機械訓練所（IFEER）と提携し、定期的なトレーニングを

行ってレベルアップを図り、機材をさらに効率的に運用することが望まれる。また、機材の維持管理・修

理に関しても IFEERと連携をとり、重度の修理作業を委託するなど修理作業の効率化を図ることが望まれ

る。なお、水利庁の現在の技術レベルから判断して納入時指導以外の技術協力は不要と考える。 

 

(3) 本プロジェクトで調達される機材の耐用年数は10年程度であるが、これらの機材が耐用年数の到達し

た後も洪水対策事業実施能力を維持するためには、機材の計画的な更新が必要であり、毎年の予算から機

材更新予算を確保する必要がある。 

 

4-3 プロジェクトの妥当性 

プロジェクトの内容、その効果の程度、対象となる機材の運営・維持管理の実施能力などから、我が国

の無償資金協力による協力対象事業の実施は以下の点から妥当と判断する 

 

(1) プロジェクトの裨益対象が、貧困層を含む一般住民であり、その数が約800万人と多数である。 

 

(2) 事業サイト周辺住民の人命保護、住宅等の資産保護など人間の安全保障に資するプロジェクトである。 

 

(3)「モ」国の独自の資金と人材と技術で運営・維持管理を行うことができ、過度に高度な技術を必要とし

ない。 

 

(4)「モ」国の国家洪水対策計画の目標達成に資するプロジェクトである。 

 

(5) 収益性のあるプロジェクトではない。 

 

(6) 環境社会面での負の影響はない。 

 

(7) 我が国の無償資金協力の制度により、特段の困難なくプロジェクトの実施が可能である。 
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4-4 結論 

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが広く人間の安全

保障に寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対して、我が国の無償資金協力を実施するこ

との妥当性が確認される。さらに、本プロジェクトの運営・維持管理についても、相手国側体制は人員・

資金ともに十分で問題ないと考えられる。さらに、4-2 課題・提言で述べた点が改善・整備されれば、本

プロジェクトはより円滑かつ効果的に実施しうると考えられる。 
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昼：ラバト着13：25 午前：水利庁調査

官団員/福地と同行
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14 11月25日 土

15 11月26日 日

16 11月27日 月

18 11月29日 水 ラバト発 水利庁調査 福地と同行

19 11月30日 木 日本着 水利庁調査 福地と同行

20 12月1日 金

21 12月2日 土

22 12月3日 日
現場調査Aチーム飛行機
（ｶｻﾌﾞﾗﾝｶ17：20（AT0425）
→ｱｶﾞﾃﾞｨｰﾙ18:20）

福地と同行

23 12月4日 月
ｽｰｽ･ﾏｰｻ流域公社→
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福地と同行

24 12月5日 火
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福地と同行
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28 12月9日 土

29 12月10日 日

30 12月11日 月

31 12月12日 火 コンサルタントと同じ

32 12月13日 水

33 12月14日 木

水利庁調査

11 11月22日 水

17 11月28日 火

団内打合せ

水利庁調査

祭日：独立記念日
Settat水路建設済み現場調査、Al Himerダム工事現場調査
ウェゼム（Ryaneダム建設現場、Touizaダム建設済み現場）調査

団内協議/資料収集/整理

午前：内務省調査
午後：水利庁調査

市内水路建設現場→Tattiouineダム建設現場
→Sidi Saidダム建設済み現場→El Hajeb水路建設済み現場

→ラバト

水利庁調査

現場調査Bチーム陸路
ラバト→Boujet水路現場→ベニメラル

ウーレラビア流域公社→市内水路建設済み現場→
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水利庁調査

民間整備工場調査

午前：水利庁から水利整備局の概要説明
午後：マラケシュへ出発
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午後：国土整備水利環境省、水利庁表敬

コンサルタント(建設企画コンサルタント)

日
順

曜
日

官団員(JICA)日程

月
日

成田14:20(JL415)→シャルル・ド・ゴール19:00、　シャルル・ド・ゴール21:05（AF1696）→カサブランカ23：10

水利庁報告、JICA事務所報告

水利庁調査

→成田14:00

12 11月23日 木

資料収集/整理

カサブランカ7:55(AF1697)→シャルル・ド・ゴール12:00、　シャルル・ド・ゴール18:05(JL406)

水利庁調査

団内協議/資料収集/整理

カサブランカ港調達事情調査

午後：JICA事務所、EOJ報告

午後：JICA事務所打ち合わせ、EOJ表敬
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民間整備工場調査

午後：水利庁調査

モハメディア、ブーレグレグ・シャウイア流域公社、Malehダム拡張建設現場調査、Hassarダム建設済み現場調査、Mohamedia水路/堤防建設済み現場調査

午前：M/D署名、国土整備水利環境省報告

官団員/福地と同行

午前：Ain Kwachiaダム建設現場調査
午後：中央機材保管所調査
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1 2 3 4
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「モ」JICA事務所・在「モ」日本大使館報告
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水利庁、基本設計概要書説明、協議

水利庁、機材仕様書説明、協議、M/D協議

水利庁、M/D協議、M/D署名

（2）　基本設計概要説明調査

日程

成田11:10（JL405）)→シャルル・ド・ゴール16:40、

シャルル・ド・ゴール12:35(AF2958)→ラバト13:25

日順 月日 曜日

コンサルタント(㈱建設企画コンサルタント)



資料 3 関係者（面会者）リスト 
 
 
MINISTERE DE L’AMENAGEMENT DU TERRITOIRE, DE L’EAU ET DE L’ENVIRONNEMENT 
国土整備・水利・環境省 
M. Abdallah 
ELKHABOTE Chargé de Mission, conseiller du Secrétariat Général 次官顧問 

 
SECRETARIAT D’ETAT AUPRES DU MINISTERE DE L’AMENAGEMENT DU TERRITOIRE, DE L’EAU ET DE L’
ENVIRONNEMENT, CHARGE DE L’EAU (SEE)  
水利庁 

M. El Mehdi BENZEKRI Secrétariat Général 次官 

M. M. B. AKALAY Directeur des Aménagements Hydrauliques 水利整備局長 

M. Aziz LABRAIMI Chef de la Division des Petits et Moyens Barrages 
(DPMB) 

水利整備局 
中小ダム部長 

Mme. Latifa LAKFIFI Responsable de l’unité centrale de coopération 中央援助ユニット課長 

M. Abdelali TAIK Chef de Service de Gestion de Chantiers (DPMB) 水利整備局 
工事現場管理課長 

M. Khalid CHAKKOUR Ingénieur d’Etat, Service de Gestion de Chantier 水利整備局中小ダム部 
工事現場管理課 

M. Zakaria NIAR Ingénieur génie civil 水利整備局 
土木技師 

M. El Houssein 
ELMAJOUDI 

Ingénieur Génie Civil, Chef d’Aménagement du Barrage 
El Maleh 

水利整備局中小ダム部 
工事現場管理課 
エル・マレーダム整備長 

Mme. Bouchra 
BOUZAIDI Ingénieur d’études 工事現場管理課設計技師 

M. Abdelfattah KABIRI Chef de Cellule Matériel, Parc Central des engins de 
travaux publics 中央機材保管所機材室長 

M. Mourad EZZOUAINE Chef du Parc Central des engins de travaux publics 中央機材保管所長 

M. BENBOUZIANE Ingénieur hydrologie, Direction de la Recherche et de la 
Planification de l’Eau 

水利技師 
水利研究・計画局 

M. Abdelhamid 
BENABDELFADEL 

Chargé de mission, Direction de la Recherche et de la 
Planification de l’Eau 

水利研究・計画局 
ミッション担当 

M. Mouloud CHOUKI Chef du Service, Division des Programmes et des 
Financements des projets 計画・プロジェクト資金部課長 

 
MINISTERE DE L’INTERIEUR 
内務省 

M. Hamid TOUTI 
Chef de la Division de la Planification et de 
l’Equipement de la Direction Générale des Collectivités 
Locales 

地方自治体総局計画設備部長 

M. Mohamed TALBI Ingénieur, Direction de la Promotion Nationale 国家促進局技師 

Mme. Fatiha ZANNIBY Administrateur, conseiller du Directeur de la 
Planification et de l’Equipement 地方自治体総局計画設備局顧問 

 



 
CHANTIER DU CANAL DANS LA VILLE DE CHICHAOUA  
シシャウア市内水路工事現場 

M. Abdellatif BERRADA Gouverneur de la Province de Chichaoua シシャウア県知事 

M. El Kherfaoui 
KHALIFA Maire de la ville de Chichaoua シシャウア市長 

M. Mouhhas 
ABDELKAK Président du conseil municipal 市議会議長 

M. Moustapha El KHEIR Secrétaire Général de la province de Chichaoua シシャウア県職員 

M. Ali RAHMOUNI Délégué de la Direction de la Promotion Nationale, 
Ministère de l’Intérieur 内務省国家促進局代表 

M. Abdelaouahed Daha Chef d’Aménagement, Technicien du SEE 整備長 (水利庁) 

M. Abdaloussi 
ABDELLILSH Ingénieur d’Etat de la Province 県庁上級技師 

 
CHANTIERS DE BARRAGES RAYANE ET TOUILA ET DE CANNAUX D’EAU, OUED ZEN  
ウエゼム市保護ダム・水路建設現場 

M. Mostafa MADKOURI Délégué de la Direction de la Promotion Nationale, 
Ministère de l’Intérieur 内務省国家促進局代表 

M. Aziz BENAFITOU Chef d’aménagement (SEE) 整備長 (水利庁) 

M. Zaïdane El 
MOSTAFA Ingénieur, Chef des Travaux de la Municipalité 市当局工事長、技師 

M. Abdelaaziz 
BEJDOURI Chef d’aménagement, SEE 整備長 (水利庁) 

M. Mohamed TALI Service d’eau, SEE 水利庁、水課 

 
CHANTIER DU BARRAGE AIN KOUACHIA (COMMUNE SIDI-YAHYA-DES-ZAËR)  
アイン・コワシアダム建設現場 

M. Mostofa GOUCHI Délégué de la Direction de la Promotion Nationale, 
Ministère de l’Intérieur 内務省国家促進局代表 

M. Ahmed MOOUDI Président de la Commune rurale de Sidi-Yahya-des-Zaër シディ・ヤハ・デ・ザエール市長 

M. El Azzouzi KHAYATI Ingénieur d’Etat, SEE, 水利庁技師 

M. Mohamed FARAJ Caid de Sidi-Yahya-des-Zaër シディ・ヤハ・デ・ザエール市 
カイド 

 



 
OUVRAGES DE PROTECTION DE LA VILLE DE MOHAMEDIA (BARRAGE HASSAR, BARRAGE MALEH AMONT, 
CANAL DE DELESTAGE ET DIGUES EN VILLE) 
モハメディア市洪水対策構造物（ハラールダム、マレー上流ダム、市内水路、市内堤防） 

M. ATWANI Président de la Commune Urbaine de Mohamédia モハメディア市長 

M. Abdelaziz TALHA Caid Zenata, Préfecture de Mohamedia モハメディア市 
シディゼンタ地区代表者 

M. Mostapha 
LAMNTOULI 

Délégué de la Direction de la Promotion Nationale, 
Ministère de l’Intérieur 内務省国家促進局代表 

M. Amed MAJID Vice président du conseil provincial 県議会副議長 

M. Mostapha JALLAL Khalifa, Caidat カイド事務所カリファ 

M. Ahmed NADIL Chef de la Division Technique de la Préfecture de 
Mohamédia モハメディア県庁技術部長 

 
CANAL DE LA VILLE DE SKHIRATE 
スキラット市水路建設現場 

M. Brahim CHKILI Président de la commune urbaine de Skihirate スキラット市長 

M. Abdelkrim MEHRAB Pacha de la Ville de Skhirate スキラット市パシャ職員 

 
BARRAGES KHENG MASSAOUD, RAG OUIN, ET TIRCHT 
ケン・メサウッド、ラグ・ウイン、ティルシットダム 

M. Alaoui RADOUANE Chef d’Aménagement ツイズギレムズダム整備長 

M. Zamani 
ABDELRADER Chef d’Aménagement du barrage Tircht チルシットダム整備長 

M. Boubker KELLOUH Pacha de Fim Elhesm フィムエルフセム市パシャ職員 

 
BARRAGES・CANAUX BOUJAD、OUMER ER RBIA'S、KIKOU、EL HAJEB、TATTIOUINE 
ブージャ、ウメルビア、キク、エルハジェブ、タチウインダム・水路 
M. Mohamed EL 
MOUHADDAB Chef d’Aménagement 整備長 

M. Mostapha STAILI Ingénieur 技師 

 
AGENCE DU BASSIN HYDRAULIQUE DU TENSIFT 
テンシフト流域公社 
M. Mohammed 
CHTIOUI Directeur d’Agence 総裁 

 
AGENCE DU BASSIN HYDRAULIQUE DU BOUREGREG ET DU CHAOUIA 
ブーレグレグ・シャウイア流域公社 

M. Salah BELMATRIK Chef de la Division Administrative et Financière 総務・財務部長 

M. Moh. Abdellah 
EZZAOUINI  Division des Ressources en eau 水資源部 

M. Aziz BILAl Cellule Informations Générales et Communication 情報・通信室 

M. Med  BOUTAYEB Service Qualité d’eau 水質課 

M. Mohamed El 
ACHOURI Service Domaine Public Hydraulique 水利公共用地係 



AGENCE DU BASSIN HYDRAULIQUE DE SOUS-MASSA 
スース・マーサ流域公社 
M. Bendaoud 
BOUGUENOUCH Directeur スース・マーサ流域公社総裁 

M. Abdelahamid 
ASLIKH Chef de Division 部長 

M. Abdellah 
ELMENAOUI Chef de Serviec 課長 

 
AGENCE DU BASSIN HYDRAULIQUE D’OUR ER RABIA’S 
ウーレラビア流域公社 
M. Mohamed 
MARZOUK Directeur Adjoint ウーレラビア流域公社副総裁 

M. Bouchaib HAKKANI Chef de la Division des Travaux 工事部長 

 
MINISTERE DE L’EQUIPEMENT ET DU TRANSPORT 
設備・交通省 
M. Abdelmalek 
BOUCHANA Ingénieur en chef, Chef du Service Matériel TP 道路局中央機材保管所長 

M. Adheljabbar  
SLAMA Technicien, DRCR 道路局技術員 

M. Mohamed  ANGA Technicien, DRCR 道路局技術員 

M. Mustapha NASBIB Chef d’atelier SLM Casablanca 設備交通省カサブランカ州 
機材管理所修理工場長 

M. Mouane  
EOBAKKAC Section du matériel SLM Casablanca 設備交通省カサブランカ州 

機材管理所機材課 
 
INSTITUT DE FORMATION AUX ENGINS ET A L’ENTRETIEN ROUTIER (IFEER) 
道路保守建設機械訓練所 

M. Zaïd DERKAOUI Directeur de l'IFEER センター長 

M. Abdelaziz HARIM Chef de la Section Mécanique 機械整備コース課長 

 
OFFICE D’EXPLOITATION DES PORTS 
港湾運営公社 

M. Tarik MAMANE Responsable Accueil et Relations Publiques au Port de 
Casablanca カサブランカ港広報担当官 

 
AMBASSADE DU JAPON 
在モロッコ日本大使館 
M.  Shigeru TOKUYASU 
徳安 茂 Chargé d’affaires par intérim 臨時代理大使 (参事官) 

M. Yoshiaki HATTA 
八田 善明 Premier Secrétaire 一等書記官 

 
Bureau de la JICA au Maroc 
JICAモロッコ事務所 
M. Takashi HATAKEYAMA 
畠山 敬 Représentant résident du bureau de la JICA 所長 

 
 



 
CONCESSIONNAIRES 
代理店 

STOKVIS 

M. Chakib BEN EL 
KHADIR Administrateur Directeur Général 社長 

M. Messaoud 
SOUSSSAN Responsable department pieces de rechange 交換部品部責任者 

Auto Hall 

M. Mohamed ZOUHRY Directeur, SOMMA, Groupe Auto Hall オートホール社グループ 
SOMMA社長 

M. Jaouad BOUNADI Directeur, SOBERMA Groupe Auto Hall オートホール社グループ 
SOBERMA社長 

M. Jamal BENALLAL Responsable Commercial CASE, SOBERMA Groupe 
Auto Hall 

オートホール社グループ 
SOBERMA社 Case営業責任者 

M. Mohammed BEN 
HADDOU 

Direction Véhicules Industriels Responsable de la 
Production 産業車両局生産責任者 

M. Mohammed SANBA Direction Véhicules Industriels Responsable des Ateliers 産業車両局整備工場責任者 

Tractafric 

M. Mohammed DAFFA Directeur Général 社長 

M. Abdelhak TALBI Sales Manager 営業部長 

M. Peter KESSELI Directeur des Pièces de Rechange Tractafric社交換部品部長 

 
Sociétés de réparation privées 
民間修理会社 

AB Mécanique 

M. NEDAMANINE Adjoint Directeur AB Mécanique 副社長 

Atelier Central Carrasco 

M. EL Arabi AHMED Directeur Général 社長 

Sociétés de privées 
民間業者 

AIC METALLURGIE. S.A. 

M. Hamid ALAOUCH Chef département hydraulique 水利部長 

Etec sigma 

M. Abdellatif DAHMANI Directeur général 社長 

M. Tahar KABBACH Directeur technique 技術部長 

 
 













































































資料 5 事業事前計画表（基本設計時） 

1．案件名 
モロッコ王国 洪水対策支援機材整備計画 

2．要請の背景(協力の必要性･位置付け) 
モロッコ王国（以下「モ国」という）は、10月から 4月の雨季にしばしば激しい
降雨に見舞われ、短期間で激しい増水を招きやすく、鉄砲水や土石流等を伴う洪水

が発生している。「モ」国における自然災害の中で洪水は発生回数及び被災者数が最

も多く、死者及び負傷者数も地震に次いで 2 番目に多い。200 名以上の死者を出し
たウリカ渓谷における大規模土石流災害（1995年）や、死者 60名以上、物的被害 8
億円以上に上った集中豪雨（2002年）など、近年特に洪水被害が増加傾向にある。
これらの状況を受け、「モ」国政府は全国レベルの洪水対策調査を実施し、国家洪水

対策計画を策定した。この計画は洪水発生の原因解析から洪水対策としてダム、河

川水路、堤防等の建設/整備、さらには洪水予警報の体制、国民への啓蒙活動を含む
総合的な計画となっている。国家洪水対策計画には洪水の発生しやすい 391 のサイ
トに係る全体行動計画が含まれ、さらにその第一段階として 50の優先サイトを選定
し、ダム、河川水路/堤防の建設/整備などの洪水対策活動計画が策定された。この活
動計画に基づき「モ」国政府は順次洪水対策事業を実施しており、2006年までに 12
事業が完了、7 事業が進行中であるものの、機材の不足、老朽化により事業は遅れ
ている。 
「モ」国政府は、このような状況を打開するために、計画達成に必要な機材を調

達するための無償資金協力を日本国に要請した。 

3．プロジェクト全体計画概要 
（1） プロジェクト全体計画の目標 
洪水対策活動計画に基づく中小ダム建設及び河川水路/堤防の建設/整備事業が
促進される。 
裨益対象の範囲および規模： 
「モ」国全土に点在する事業サイト周辺住民約 800万人（2006年） 

（2） プロジェクト全体計画の成果 
ア 洪水対策事業用の建設機材が整備される。 
イ 洪水対策施設が整備される。 
（3） プロジェクト全体計画の主要活動 
ア 洪水対策のための建設機材を調達する。 
イ 2007年～2011年の 5年間で 30ヶ所のダム、河川水路/堤防を建設整備する。

（4） 投入（インプット） 
ア 日本側（=本案件）： 無償資金協力 7.79億円 
イ 「モ」国側： 
（ア） 本無償資金協力案件の実施に係る負担額：0.05億円 
（イ） 本無償資金協力案件対象機材の運営・維持管理経費  
（5） 実施体制 
主管官庁： 「モ」国水利庁 
実施機関： 水利庁水利整備局 



 

 

4．無償資金協力案件の内容 
（1） サイト 
「モ」国 全土にわたる 30箇所の洪水対策事業現場 
（2） 概要 
洪水対策工事用建設機材の調達 
（3） 相手国負担事項 
｢モ｣国内の機材通関諸費用及びカサブランカ港からラバト市の水利庁中央機

材保管所までの輸送 
（4） 概算事業費 
概算事業費 7.84億円 （日本側負担 7.79億円、「モ」国側負担 0.05億円） 
（5） 工期 
詳細設計・入札期間を含め約 15.5ヶ月（予定） 
（6） 貧困、ジェンダー、環境および社会面の配慮 
特になし 

5．外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標達成に関して） 
① 「モ」国内の政情・治安が悪化しない。 
② 大洪水、地震など想定外の天災が発生しない。 

6．過去の類似案件からの教訓の活用 
特になし 

7．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 
（1） プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

2007－2011年の洪水対策事業実施件数 

事業件数 
項 目 

無償資金協力無しの場合 無償資金協力有りの場合

ロックフィルダム 4 7 

石積みダム 3 5 
中小 
ダム 
建設 

コンクリートダム 4 5 

河川水路/堤防建設/整備 6 13 

合 計 17 30 

 
（2） その他の成果指標 

特になし。 
（3） 評価のタイミング 
2012年以降（2007-1011年洪水対策活動計画完了以降） 



 

調査名 モロッコ国 洪水対策支援機材整備計画 

 

 
番号 

 
名   称 

形態 
図書・ビデオ 
地図・写真等 

 
ｵﾘｼﾞﾅﾙ･ｺﾋﾟｰ

 
発行機関 

 
発行年 

1 
PROTECTION DE LA VILLE SKHIRAT-TEMARA, 

RECALIBARAGE DE L’OUED BOU IBA 
図書 コピー SECRETARIAT D’ETAT CHARGE DE 

L’EAU 2005 

2 
BARRAGE EL HANDAK MEMOIRE TECHNIQUE 

D’EXECUTION 
図書 コピー SECRETARIAT D’ETAT CHARGE DE 

L’EAU 2006 

3 
BARRAGE HASSAR DANS LA PROVINCE DE 

MOHAMMEDIA MEMOIRE TECHNIQUE 

D’EXECUTION 
図書   コピー SECRETARIAT D’ETAT CHARGE DE 

L’EAU 2004 

4 
BARRAGE TIZGUI RAMA MEMOIRE TECHNIQUE 

D’EXECUTION 
図書   コピー SECRETARIAT D’ETAT CHARGE DE 

L’EAU 2004 

5 RESEAU HYDROLOGIQUE 図書   コピー SECRETARIAT D’ETAT CHARGE DE 
L’EAU 1995 

6 
HISTORIQUE DES INONDATIONS AU 

MAROC 1995-2006 
図書 コピー SECRETARIAT D’ETAT CHARGE DE 

L’EAU 2005 

7 LIST DES ENGINS 書類 コピー SECRETARIAT D’ETAT CHARGE DE 
L’EAU 2006 

8 
LIST DES MACHINES ET OUTILS DE 

REPRATION 
書類 コピー SECRETARIAT D’ETAT CHARGE DE 

L’EAU 2006 

9 
NOTE SUR L’ETUDE DU PLAN NATIONAL 

DE PROTECTION CONTRE LES 
INONDATION

書類 コピー SECRETARIAT D’ETAT CHARGE DE 
L’EAU 2003 

10 
LES BARRAGES DU ROYAUME REALISES 

EN REGIE 
図書 コピー SECRETARIAT D’ETAT CHARGE DE 

L’EAU 2006 
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番号 

 
名   称 

形態 
図書・ビデオ 
地図・写真等 

 
ｵﾘｼﾞﾅﾙ･ｺﾋﾟｰ

 
発行機関 

 
発行年 

11 
LES BARRAGES DU ROYAUME REALISES 

EN REGIE 
図書 コピー SECRETARIAT D’ETAT CHARGE DE 

L’EAU 2005 

12 Organigramme du SEE 書類 コピー SECRETARIAT D’ETAT CHARGE DE 
L’EAU 2006 

13 Organigramme du Prac Central a SEE 書類 コピー SECRETARIAT D’ETAT CHARGE DE 
L’EAU 2006 

14 Organigramme du Prac Central a Casa, TP 書類 コピー Ministère de l’Equipement et des Transports 2006 

15 Températures du Maroc 書類 コピー SECRETARIAT D’ETAT CHARGE DE 
L’EAU 2006 

16 Cartes topographiques et cartes géotechniques 地図 コピー SECRETARIAT D’ETAT CHARGE DE 
L’EAU 2006 

17 
Coupe de la structure, petits et moyens barrages et

du cour d’eau 
図面 コピー SECRETARIAT D’ETAT CHARGE DE 

L’EAU 2006 

18 Tableau comparatif des taux de change 書類 コピー Maroc Bank Al Maghrib 2006 

19 
Liste des engins dont le Secrétariat d’Etat charge 

de l’eau dispose 
書類 コピー SECRETARIAT D’ETAT CHARGE DE 

L’EAU 2006 

20 Programme de protection contre les inondations 書類 コピー SECRETARIAT D’ETAT CHARGE DE 
L’EAU 2006 
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